
■情報提供（説明あり）

議　題　名
最新の地図情報提供に係る連携(道路等情報の更新)－電子国土基本図の迅
速更新－

課・室 名 国土地理院

議　題　名 防災、減災に役立つ情報を地理院地図より新たに公開

課・室 名 国土地理院

■情報提供（資料配付のみ）

議　題　名 工期設定支援システム(ＣＤにて配布)

課・室 名 大臣官房　技術調査課

議　題　名 i-Constructionの取組状況(ICT土工事例集)ver.2(冊子で配布)

課・室 名 大臣官房　技術調査課

議　題　名 国土交通省における官民連携（PPP/PFI）の取組について

課・室 名 総合政策局官民連携政策課

議　題　名 高速道路における安全対策について

課・室 名 道路局　高速道路課

議　題　名 有料道路分野におけるコンセッションについて

課・室 名 道路局　高速道路課

議　題　名 民間施設に直結する専用インターチェンジ（仮称）について

課・室 名 道路局　高速道路課

議　題　名 無電柱化に向けた最近の取組について

課・室 名 道路局　環境安全課

議　題　名 自転車活用推進法について

課・室 名 道路局　環境安全課　道路交通安全対策室

議　題　名 災害対策等緊急事業推進費について

課・室 名 国土政策局　広域地方政策課　調整室

議　題　名 官民連携による地域活性化のための基盤整備推進支援事業について

課・室 名 国土政策局　広域地方政策課　調整室

議　題　名 地理空間情報活用基本計画（第3期）が閣議決定

課・室 名 国土地理院

P25

P30

P56

P70

P84

－

P4

P14

P16

P23

平成29年度　春季地方ブロック土木部長等会議　情報提供議題

P1

P2

－





最新の地図情報提供に係る連携(道路等情報の更新)
－電子国土基本図の迅速更新－

圏央道（境古河～つくば中央）平成29年2月26日供用開始

供用開始と同時に最新の地図情報を公開（提供）
（更新前） （更新後）

道路管理者と連携した迅速更新事例

（更新前） （更新後）

国土交通省 国土地理院 関東地方測量部 測量課

〒102-0074 東京都千代田区九段南１－１－１５ 九段第２合同庁舎 ９階
電話 03-5213-2069 電子メール gsi-k-soku2@ml.mlit.go.jp

道路工事図面CADデータ
（東日本高速道路（株）提供）

国土地理院は、電子国土基本図の整備に際し、道路、鉄道の新規供用など、防災や国土管

理上重要な役割を果たしている公共施設の変化に優先的に対応し、施設の整備効果増進にも

繋げるべく、速やかな更新・提供に取り組んでいます。

主要な道路については、地方整備局や地方公共団体と連携し、最新の地図情報を提供して

います。その更新に際しては、都道府県等の地方公共団体の協力により、工事用図面のＣＡ

Ｄデータ等資料を提供いただいております。

今後も資料の提供にご協力をお願いします。

【協力のお願い】
・「地理院地図」（http://maps.gsi.go.jp/）に未反映の道路があった場合は以下の連絡先
までご連絡ください。CADデータをご提供いただければ、迅速に反映いたします。

・市町村道については、都道府県または市町村の窓口（土木部等）を通じて、当該の道路管
理者にCADデータの提供を依頼しています。緊急輸送道路など、広域のネットワークを
形成する主要な市町村道を地図に迅速に反映します。ご協力をよろしくお願いします。

春季地方ブロック土木部長等会議資料
平成29年5月24日

国土地理院
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防災、減災に役立つ情報を地理院地図より新たに公開

春季地方ブロック土木部長等会議資料
平成29年5月24日

国土地理院

平成25年の災害対策基本法改正により、市町村長が災害種別に応じた指定緊急避難場所を指定するこ
ととされています。国土地理院は内閣府や消防庁、地方公共団体と協力し、形成29年２月よりこれら指定緊
急避難場所データに位置の情報を付け国土地理院のウェブ地図（地理院地図）で公開を開始しました。

1.「地理院地図」にアクセス
http://maps.gsi.go.jp/

2. 情報
→指定緊急避難場所
の順にクリックし、免責事項等
を確認しOKをクリック

3. 閲覧したい災害種別をクリック
→指定緊急避難場所のアイコン
が表示される

4. 指定緊急避難場所のアイコンをクリック
→施設名称、住所、対応している災害
の種別が表示される

【指定緊急避難場所データ】

「地形分類（自然地形）」 「地形分類（人工地形）」

【ベクトルタイル地形分類】

身の回りの土地の成り立ちと自然災害リスクがワンクリックでわかる「地形分類」の全国の公開エリアを大きく広
げ、自然本来の地形と人の手が加わり変化した地形の両方がわかるようになりました。
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【アナグリフ】

地理院地図より全国シームレスにアナグリフが閲覧できるようになりました。
アナグリフは、赤（左目）青（右目）メガネを通して見ると両目の視差から立体的に見える画像です。
地形を直感的に捉えることができるので地形判読等に活用できます。

【傾斜量区分図（雪崩関連）】

平成29年那須町の雪崩を受けて、全国の傾斜量区分図（雪崩関連）を整備しました。
春山シーズンの登山や雪崩災害防止などへの活用が期待されます。
※ 傾斜量区分図は、地形を傾斜角で区分した図であり、雪崩の危険度そのものを評価したものではありませんので、緩斜面の箇所

でも雪崩が発生または到達する可能性があり十分な注意が必要です。

表示例

全国傾斜量区分図（雪崩関連）

富士山周辺のアナグリフ（カラー）

活用例
・インフラの整備・維持に必要な地形の把握
・防災に資する基礎資料となる地形判読への活用
・地形を学習するための教育資料への活用など

富士山周辺のアナグリフ（グレー）
凡例（カラー）
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

国土交通省における
官民連携（PPP/PFI）の取組について

国土交通省 総合政策局

官民連携政策課

国土交通省総合政策局官民連携政策課

電話：03-5253-8111（内線：24-224、24-226、24-218）

URL：http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/kanminrenkei/

【お問い合わせ先】

官民連携（ＰＰＰ/ＰＦＩ）の推進

公共施設等運営権方式（コンセッション）を活用したPFI事業

10年間（平成25年～34年）の事業規模目標：12兆円→21兆円に引き上げ

国土交通省の主な取組

「PPP/PFI 推進アクションプラン」
（H28.5.18 民間資金等活用事業推進会議決定）

厳しい財政状況の中、民間の資金・知恵等を活用し、真に必要な社会資本の整備・維持管理・更新を着実に実施するとともに、
民間の事業機会の拡大による経済成長を実現していくため、PPP/PFIを積極的に推進

地域プラットフォームを活用した案件形成の促進

政府全体の取組

先導的なPPP／PFI手法の導入を検討する地方自治体への支援

(1) 公共施設等運営権制度（コンセッション）型 ： 7兆円（関空・伊丹約5兆円を含む）

(2) 収益施設の併設・活用型 ： 5兆円

(3) 公的不動産の有効活用型 ： 4兆円

(4) その他のPPP/PFI事業 ： 5兆円

1. 新たな事業規模目標の設定

2. コンセッション事業等の重点分野

現行： 空港 6件、水道 6件、下水道 6件、道路 1件 （平成26～28年度）

追加： 公営住宅 6件* 、文教施設 3件 （平成28～30年度）
*収益型事業や公的不動産活用事業も含む

関西国際空港
大阪国際空港

平成27年12月にｵﾘｯｸｽ、ｳﾞｧﾝｼ・ｴｱﾎﾟｰﾄｺﾝｿｰｼｱﾑの新会社（SPC）と実施契約を締結。
平成28年4月に事業を開始し、運営事業を実施中。

空

港

仙台空港
平成27年12月に東急前田豊通ｸﾞﾙｰﾌﾟの新会社（SPC）と実施契約を締結。平成28年2月からビル事業
を開始、7月から全体運営開始。

平成30年4月頃の事業開始に向け、平成28年9月に実施方針を公表し、10月に募集要項を公表。

下
水
道

愛知県
道路公社

平成28年8月に前田建設等が設立した新会社（SPC）と実施契約を締結。平成28年10月から
運営開始。

浜松市下水道 平成30年度の事業開始に向け、平成28年2月に実施方針、5月に募集要項等を公表し、平成
29年3月に優先交渉権者を決定。

但馬空港 平成27年1月に事業を開始し、運営事業を実施中。

高松空港 平成30年4月頃の事業開始に向け、平成27年10月からマーケットサウンディングを実施、平成28年7月に
実施方針を公表、9月に募集要項を公表。

7件

5件

1件

奈良市下水道 平成30年度の事業開始に向け、平成28年2月に実施方針の条例案を議会に提出。

三浦市下水道 平成31年度の事業開始に向け、平成29年度中に実施方針を公表予定。

神戸空港

静岡空港 平成31年4月頃の事業開始に向け、平成28年5月からマーケットサウンディングを実施。

道

路
3. 推進のための施策
○ 国及び人口20万人以上の地方公共団体等における実効ある優先的検

討の枠組みの構築・運用
○ 地域の民間事業者の案件形成力を高めるための地域プラットフォームを

通じた案件形成の推進
○ 民間提案を促進するための事業者選定プロセスに関する運用の明確化

等、提案した民間事業者に対するインセンティブ付与の在り方を検討等

情報ノウハウの横展開
全国を9ブロックに分け、産（44団体）、官（191団体）、学（25名）、金（77行）
コアメンバー会議を設置
意見交換セミナーの実施（参加者合計約1,360名）

地方ブロック
プラットフォーム

自治体単位の
地域プラットフォーム

具体的な案件の発掘形成
各自治体の要望に基づき設置
21地域を支援（H29.4.1時点）

「日本再興戦略2016」
「経済財政運営と改革の基本方針2016」

（平成28年6月2日閣議決定）

アクションプランに掲げる事業規模目標21兆円が位置付けられ、
PPP/PFIの推進に取り組むこととされている。

福岡空港
平成31年4月頃の事業開始に向け、平成28年7月からマーケットサウンディングを実施、平成29年3月に実
施方針を公表。

平成29年度の事業契約締結に向け、平成28年1月に実施方針を公表し、平成29年１月に落札者を決定。
公
営
住
宅

神戸市営東多聞台 平成28年12月に事業契約締結。

6件
岡山市営北長瀬みずほ住座 平成29年度の事業契約締結に向け、平成28年8月に実施方針を公表。

大阪府営吹田佐竹台 平成29年度の事業契約締結に向け、平成28年7月に実施方針を公表。

東京都営北青山三丁目

※収益型事業や公的不動産
利活用事業も含む。

埼玉県大宮植竹 平成29年度以降の事業契約締結に向け、平成28年11月に募集要項を公表。

池田市営石橋 平成29年度の事業契約締結に向け、平成28年11月に募集要項を公表。

須崎市下水道 平成30年度の事業開始に向け、デューディリジェンスを実施。

宇部市下水道 早ければ平成34年度の事業開始に向け、デューディリジェンスを実施。
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地域プラットフォームを活用したPPP/PFI案件形成の支援

地方公共団体及び民間事業者における情報・ノウハウの不足及び官民間での対話・提案の場の不足等の現状を踏まえて、
PPP/PFIに関する情報・ノウハウの共有・習得、関係者間の連携強化、具体的な案件形成を図るための産官学金の協議の場（地域
プラットフォーム）を全国をカバーするブロックごとに形成することとし、H27年度より取り組んでいる。

地域プラットフォームのイメージ

ニーズに幅広く対応

地方ブロックプラットフォーム

民間事業者、専門家（コンサルタント、会計士、弁護士等）産

地方銀行 等金

大学 等学

全国をカバーするよう地方ブロック単位で形成（全９ブロック※）

地方公共団体（都道府県、市町村等）官

専門家の派遣や
助言等

事例報告等

・ＰＰＰ／ＰＦＩの案件形成等に係る情報・ノウハウの横展開
（セミナー・シンポジウムの開催、首長意見交換会の実施、実践的研修の実施 等）

地方ブロックプラットフォームの役割

人口20万人以上の地方公共団体をはじめ広く参加を要請

A県プラットフォーム B市プラットフォーム
官民間の対話を通じた地域における官民連携事業の案件形成の推進

・個別具体の案件の掘り起こし、形成及び推進
・ＰＰＰ／ＰＦＩの事業化候補の案件リストの作成
・民間からの提案、官民間の意見交換の場 等

自治体プラットフォームの役割

産

金学

官 産

金学

官
※案件形成後、地方ブロックプラットフォームにおいて報告

・セミナー：全国で優良事例等を紹介するセミナーを実施
（H27年度：6カ所、参加者合計約1,030名 H28年度：6カ所、参加者合計約1,040名）

・首長意見交換会：首長の考えを直接共有することで地域におけるPPP/PFIの浸透を
図る（H28年度：関東、中部、東北、四国、九州・沖縄ブロックで開催）

・コアメンバー会議：ブロックプラットフォームの円滑な事業実施・運営を確保するため、
産官学金の関係者からなるコアメンバー会議を設置
（構成員 産：44団体、官（自治体）：191団体、学：25名、金：77行）

セミナー・首長意見交換会・コアメンバー会議の実施

自治体プラットフォームの形成促進

・21地域を支援(H29.4.1時点)
・今後、さらに形成促進を加速（29年度新たに10カ所程度追加）

※北海道、東北、関東、北陸、中部、近畿、中国、四国、九州・沖縄ブロック
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地方ブロックプラットフォームの活動 ～セミナー（H28年度）～

年度 ブロック名 開催概要 参加者数 講演者 演題

H28
年度

九州・沖縄
H28.8.31
福岡市

約160名

国土交通省、内閣府、文部科学省
大牟田市
指宿市
㈱西日本シティ銀行
㈱九電工

・情報提供
・大牟田市・荒尾市のありあけ浄水場の取組～県境を超えた水道広域化と官民連携～
・指宿地域交流施設整備等事業
・官民対話における地方銀行の役割
・PPP/PFI事業の取組

近畿
H28.9.5
大阪市

約170名

国交省、内閣府、文科省
養父市
大阪市
㈱福井銀行
積水化学工業㈱

・情報提供
・養父市におけるPPP/PFI事業の取組～道の駅「ようか但馬藏」PFI事業について～
・大阪市における官民連携（PPP/PFI）の推進体制及び取組
・PPP/PFIの取組みにおける地域金融機関の役割
・下水道分野における官民連携の取組

北海道
/東北

H29.1.25
札幌市

約70名

国土交通省
横浜市
流山市
岩倉建設㈱

・情報提供
・PPP/PFIが進む仕組み・取組（横浜市における実施状況）
・「２つのPPP」による流山市のFM ～PPP事業に係る事務手続きの簡素化について～
・地域参画型のPFI事業について

中国
/四国

H29.1.31
岡山市

約100名

国交省、内閣府、文科省
我孫子市
福岡市
まんのう町

・情報提供
・我孫子市提案型公共サービス民営化制度
・福岡市の公共施設整備におけるPPP事業の推進体制について
・まんのう町立満濃中学校改築・町立図書館等複合施設整備事業

関東
/北陸

H29.2.7
東京都内

約360名

根本祐二教授（東洋大）
愛知県
愛知道路コンセッション㈱
国土交通省航空局
仙台国際空港㈱
浜松市
奈良市

・情報提供
・愛知県道路公社における有料道路コンセッションの取り組み
・愛知県有料道路運営等事業
・空港経営改革について
・地域と連携した仙台空港の発展について
・浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業の取組みについて
・奈良市小規模上下水道施設における官民連携事業の取組

中部
H29.2.13
名古屋市

約180名

国交省、内閣府、文科省
大阪府
横浜市
豊橋市

・情報提供
・大阪府営住宅建替事業 （民活プロジェクト）について
・「PPP/PFIが進む仕組み・取組」横浜市における実施状況
・豊橋市バイオマス資源利活用施設整備・運営事業

－ 約1,040名 － －

○コアメンバーへPPP/PFI事業を進めるにあたっての課題についてアンケートを実施し、ブロック毎に課題に応じたセミナーを開催。（テー
マ：自治体職員のノウハウ習得、事務手続きの簡素化、庁内体制の構築、地域企業の参加等）

※関東/北陸ブロックではコンセッション事業をテーマに、九州・沖縄、近畿ブロックでは地域の団体の講演によるセミナーを実施。 3
※セミナーの資料については、次のＵＲＬ（http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/kanminrenkei/sosei_kanminrenkei_tk1_000007.html）に掲載しています。5



首長意見交換会の実施

自治体においてPPP/PFIを推進するためには、首長の発意によるトップダウンの取組も必要。４～５名程度の首長参加のもと、学識経験者を交えた
PPP/PFIに関するパネルディスカッションを実施。首長の考えを直接共有することで、周辺の自治体やコアメンバーの意識改革につながり、地域における
PPP/PFIの浸透を期待。

効果イメージ
ブロック 開催概要 パネリスト コーディネーター・コメンテーター

関東

H28.10.21
東京都内

（参加者数）
約240名

・（つくば市長） 市原 健一 氏
・（武蔵野市長） 邑上 守正 氏
・（湯河原町長） 冨田 幸宏 氏
・（習志野市長） 宮本 泰介 氏
・（和光市長） 松本 武洋 氏
・（国交省総合政策局長） 藤田 耕三

【コーディネーター】
・東洋大学 経済学部 教授 根本 祐二 氏
【コメンテーター】
・日本大学 経済学部 教授 中川 雅之 氏

中部

H28.10.28
名古屋市

（参加者数）
約180名

・（多治見市長） 古川 雅典 氏
・（島田市長） 染谷 絹代 氏
・（西尾市長） 榊原 康正 氏
・（桑名市長） 伊藤 徳宇 氏
・（国交省総政局 審議官） 麦島 健志

【コーディネーター】
・中京大学 常任理事 奥野 信宏 氏
【コメンテーター】
・名古屋大学 未来社会創造機構 教授

森川 高行 氏
・岐阜大学 工学部 教授 髙木 朗義 氏

東北

H28.12.26
仙台市

（参加者数）
約90名

・（北上市長） 髙橋 敏彦 氏
・（郡山市長） 品川 萬里 氏
・（中山町長） 佐藤 俊晴 氏
・（むつ市長） 宮下 宗一郎 氏
・（国交省総政局 審議官） 麦島 健志

【コーディネーター】
・東北大学大学院 経済学研究科 教授

大滝 精一 氏
【コメンテーター】
・（一社）不動産証券化協会 専務理事

（東京大学公共政策大学院 客員教授）
内藤 伸浩 氏

四国

H28.12.27
高松市

（参加者数）
約110名

・（阿南市長） 岩浅 嘉仁 氏
・（須崎市長） 楠瀬 耕作 氏
・（高松市長） 大西 秀人 氏
・（新居浜市長） 石川 勝行 氏
・（国交省 総政局審議官） 麦島 健志

【コーディネーター】
・徳島大学大学院 理工学研究部 教授

山中 英生 氏
【コメンテーター】
・松山大学 経済学部経済学科 教授 鈴木 茂 氏
・香川大学大学院 地域マネジメント研究科
教授 村山 卓 氏

九州
沖縄

H29.2.16
福岡市

（参加者数）
約130名

・（うきは市長） 髙木 典雄 氏
・（鹿屋市副市長） 原田 学 氏
・（武雄市長） 小松 政 氏
・（日南市長） 﨑田 恭平 氏
・（国交省総政局 審議官） 麦島 健志

【コーディネーター】

・九州大学 学術研究・産学官連携本部
教授 谷口 博文 氏

【コメンテーター】
・大分大学 副学長 経済学部 教授 下田 憲雄 氏
・鹿児島大学 理工学研究科 教授 木方 十根 氏

A市市長 学識経験者
B市市長、C市市長・・・

取組紹介
課題共有

助言・意見交換

自治体からの参加者 産業界参加者
金融界参加者

傍聴

D市

市長
庁内関係部局

PPP/PFIの
必要性の報告

PPP/PFIの
提案

PPP/PFIへ
の関心

・具体案件の検討
・庁内の調整

PPP/PFI
提案

PPP/PFI
検討指示

E市

地域内における
PPP/PFIの浸透

首長意見交換会

PPP/PFIの取組発信

様々な媒体
で情報発信

F市

様々な媒体
で情報発信

H28.10.21 関東

4※首長意見交換会の概要については、次のＵＲＬ（http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/kanminrenkei/sosei_kanminrenkei_fr1_000033.html）に掲載しています。

首長意見交換会の成果

■茨城新聞（平成28年10月22日）20面

■埼玉新聞（平成28年10月23日）2面

■岐阜新聞（平成28年10月29日）14面

■静岡新聞（平成28年10月29日）9面

・ 各首長意見交換会の様子が、地元新聞等に掲載（累計25回）。
・ 各地の首長が官民連携に積極的に取り組む姿勢が発信され、各地域に

おけるPPP/PFIの浸透に貢献。

5
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地域プラットフォームの設置・運営

番号 自治体 事業概要 備考

① 帯広市（北海道） 地域振興と帯広空港のあり方

② 北上市（岩手県） まちづくり（都市拠点先導地区形成事業）

③ 宮城県 公共施設の管理の効率化等

④ 川崎市（神奈川県）
まちづくり（水素エネルギーを活用した

地域防災力の向上）

⑤
志太３市
(島田市・藤枝市
・焼津市）（静岡県）

公共施設の集約・再編の検討、施設相互利用の
推進および管理の効率化等

⑥ 名古屋市（愛知県） まちづくり（リニア開業を見据えた都心のまちづくり） 支援終了

⑦ 京都市（京都府）
まちづくり（ニュータウンにおける団地再生・ストック

活用の推進）

⑧ 箕面市（大阪府） まちづくり（大阪大学箕面キャンパス移転プロジェクト） 支援終了

⑨ 倉敷市（岡山県） 観光交流施設（6次産業施設の併設等） 支援終了

⑩ 福山市（広島県） 福山市営競馬場跡地（公園等）の管理運営 支援終了

⑪ 高松市（香川県） まちづくり（観光関連施設等の再生）

⑫ 福岡市（福岡県） 公園の民間活用可能性の検討 支援終了

北海道

東北

関東

北陸

中部

近畿

中国

四国

九州・沖縄

②

③

④
⑤

⑥

⑦

⑧

⑨⑩

⑪⑫

⑯⑰

⑱

⑲

⑮

個別事業の実施に向け、官民連携
手法の活用を検討する地方公共団
体に対し、地域プラットフォームを活
用した案件形成に向けた取り組み
を3年程度の期間で支援。

実際の事業化の検討を通じた活動
経験の蓄積を図り、継続的な案件
形成に繋がる地域プラットフォーム
の形成を推進。

【支援自治体（Ｈ２７年度より）】

番号 自治体 事業概要 備考

⑬ 旭川市（北海道） 地域振興と旭川空港のあり方

⑭
網走市、大空町、
北見市
（北海道）

地域振興と女満別空港のあり方

⑮ 和光市（埼玉県） 公有地の活用（公共施設の再編による複合化）

⑯ かほく市（石川県） まちづくり（賑わい創出エリア整備）

⑰ 大阪市（大阪府） 港湾施設の老朽化対策に合わせた有効活用の検討

⑱ 和歌山県 まちづくり（観光関連施設の整備等）

⑲ 長崎県 離島におけるインフラ管理の効率化等

⑳
伊豆の国市（静岡
県）

まちづくり（駅周辺の整備等）

㉑

熊本地域
（熊本市、八代市、
人吉市、水俣市、
宇土市）（熊本県）

まちづくり（公有地の活用等）

【支援自治体（Ｈ２８年度より）】

①

⑭⑬

（平成29年4月1日現在）

⑳

㉑

※それぞれの取組概要については、次のＵＲＬ（http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/kanminrenkei/sosei_kanminrenkei_fr1_000043.html）に掲載しています。 6

PPP Professionals (P4) サポーター制度（案）

サポートタイプ イメージ

A メールサポート

B 見学受入サポート

C 派遣サポート

D プロジェクト参画サポート

プロジェクト自治体 国土交通省

サポーター①質問 ➁依頼

③回答

プロジェクト自治体
国土交通省 サポーター①依頼 ➁調整

③訪問

プロジェクト自治体
国土交通省 サポーター

①依頼 ➁調整

③派遣

国土交通省 サポーター

委員会

プロジェクト自治体
①依頼

➁調整

③参画

地域プラットフォームを形成し、案件を発掘・形成しようとする市町村に対し、国交省による必要な情報提供・課題整理等の助言に加え、
PPP/PFI事業の経験が豊富で、ノウハウを有する地方公共団体職員等によるサポート体制を構築する。

地域プラットフォーム（自治体単位）

個別プロジェクト
案件発掘・形成

サポート
・官民対話・合意形成手法
・庁内調整
・住民、議会対応

・・・ 公有地の有効活用

・・・ 包括民間委託

・・・ 収益施設併設

・
・
・

サポーター

事業化

国土交通省

地域プラットフォーム形成支援
・情報提供
・課題整理
・検討支援

➁‘回答
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行 政

・提案にもコスト（時間・費用）がかかる。・民間事業者から有意義な提案がなされるよう、
有意義な提案をした民間事業者に対してインセン
ティブを与えたい。

構成員

大森 文彦 弁護士・東洋大学法学部教授 内閣府民間資金等活用事業推進室参事官

小澤 一雅 東京大学大学院工学系研究科社会基盤学専攻教授 総務省自治行政局地域自立応援課地域振興室長

根本 祐二 東洋大学経済学部教授 国土交通省総合政策局官民連携政策課長

宮本 和明 東京都市大学都市生活学部都市生活学科教授 国土交通省総合政策局公共事業企画調整課事業総括調整官

村木 美貴 千葉大学大学院工学研究科教授 国土交通省土地・建設産業局建設業課入札制度企画指導室長

○ 「PPP/PFI推進のための入札契約手続きのあり方に関する勉強会」構成員

上記ボトルネックを解決するため、「PPP/PFI推進のための入札契約手続きのあり方に関する勉強会」における
議論を踏まえて、「PPP事業における官民対話・事業者選定プロセスに関する運用ガイド」として取りまとめ。

＜PPP推進に係るボトルネック＞

PPP事業における官民対話・事業者選定プロセスに関する運用ガイド作成の背景・経緯

・公共調達であるが故に、公平性・公正性の確保
に留意する必要がある。

民間事業者

・公募条件において、コストをかけた提案を
「ただ取り」されたのでは割が合わない。

8※ガイドは次のＵＲＬ（http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/kanminrenkei/sosei_kanminrenkei_fr1_000006.html）に掲載しています。

PPP事業における官民対話・事業者選定プロセスに関する運用ガイドのポイント

事業リストの公表
又は個別事業の公表

事業者の募集

優先交渉権者選定
（優先交渉順位付け）

対話・交渉

詳細協議

事業者選定

事業化の決定・提案者へ通知

必要に応じて詳細協議

事業リストの公表
又は個別事業の公表

提案採用事業者に対して
公募要件の確認

事業者選定
（提案者には加点する場合もある）

必要に応じて詳細協議

公募要項の公表
事業者の募集

a マーケットサウンディング型 b 提案インセンティブ付与型 c 選抜・交渉型

PPP

事業リストの公表
又は個別事業の公表

公募条件検討時の民間対話の
実施

事業者参加の意向把握、公募条件の検討

事業案の作成

公募要項の公表
事業者の募集

事業発案時の民間対話の
参加募集・実施

（市場性の有無・アイディアの把握）

民間提案の募集・質疑応答
民間提案を審査

民間のアイディアや工夫
ヒアリング実施

民間提案の募集

事
業
発
案

事
業
化
検
討

事
業
者
選
定

事
業
発
案

事
業
化
検
討

事
業
者
選
定

事
業
発
案

事
業
化
検
討
／
事
業
者
選
定

１．明示的なインセンティブがなくとも、アイデアや意見がその後の検討内容
や公募条件に反映される得ることが民間事業者のインセンティブとなる場合

a.マーケットサウンディング型

２．明示的なインセンティブが必要な場合

b.提案インセンティブ付与型

c.選抜・交渉型

参加事業者を募り、個別ヒアリング等により、意見交換・対話
を行うもの

事業者選定評価において、提案が採用された事業者に対して
インセンティブ付与（加点）を行うもの

提案内容を審査して優先順位付けを行い、事業内容について
競争的対話による協議を行い、協議が調った者と契約するもの

（直接・間接の）インセンティブがあり得ることを、提案募集の前に明示。

ポイント1：ルールの事前明示

事業者選定に当たり、外部有識者等からなる第三者機関を活用。

ポイント2：中立的な第三者の活用

⇒

⇒

⇒

【対話方式の概要】

9
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PPP/PFI  事例集・参考書について

※ 上記事例集・参考書は、下記URLに掲載しています。
http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/kanminrenkei/sosei_kanminrenkei_fr1_000006.html

事例集・参考書名 概要 収録事例

1 PPP/PFI事業・推進方策
事例集

国土交通省の所管事業分野を中心とするPPP/PFIの先進的な50事例を取りまとめた。
PPPの類型を整理するとともに、事例ごとに、事業の概要、事業化の経緯、特色、官民連

携手法を活用したことによる効果、留意点、他の地方公共団体等に対するアドバイス等
について記載。

中央合同庁舎第7号館整
備等事業（国土交通省）
など、50事例

2 公共施設の集約化・再配置
に係る官民連携事業 事例集

公共施設の集約化・再配置に先行して取り組まれた官民連携事業の20事例を取りまと

めた。各事例を、集約化・再配置の官民連携のあり方ごとに分類整理するとともに、事例
ごとに、事業の背景や経緯、集約化・再配置の概要、官民連携手法の概要とその特徴、
官民連携手法導入による効果や留意点等について記載。

県営住宅集約化PFI事業
（徳島県） など、20事例

3 公的不動産の有効活用等
による官民連携事業 事例集

公的不動産を有効活用した官民連携事業に先行して取り組まれた20事例を取りまとめ

た。公的不動産の有効活用の考え方を整理するとともに、事例ごとに、基本データ、事業
実施の背景・経緯、施設整備概要、官民連携の仕組み、事業実施の流れ、事業の成果
等について記載。

県営上安住宅整備事業
（広島県）など、20事例

4 公共施設管理における
包括的民間委託の導入事例集

公共施設管理における包括的民間委託に先行して取り組まれた14事例を取りまとめた。

本事例集における包括的民間委託の定義を整理するとともに、事例ごとに、業務の概要、
発注者が要求した管理基準、リスク分担、老朽化対策・長寿命化に関する要件の有無等
について記載。

第二阪奈有料道路 道路

維持業務（奈良県道路公
社）など、14事例

5
多様な民間事業者の参入に向
けて －公共施設等運営権制度
の活用－ 参考書

公共施設等運営事業への参入検討を進めるにあたって参考となる基礎的事項や、先
進的な海外事例を取りまとめた。公共施設等運営権制度の概要、PFI基本方針・ガイドラ

インの内容、海外におけるインフラ事業への民間事業者の参入事例・参入モデル等につ
いて記載。

ロンドン・ルートン空港の
運営事業（英国） など、3
事例

6 PPP/PFI事業を促進するための
官民間の対話・提案 事例集

PPP/PFI事業を促進するための官民間の対話・提案に取り組むにあたって参考となる8
事例を取りまとめた。官民間の対話・提案に係る概要を整理するとともに、事例ごとに、
取組みの背景・目的や仕組み、運用体制、実績、成果及び課題等について記載。

我孫子市（千葉県）、横浜
市（神奈川県）など、8事
例

7 民間収益施設の併設・活用に係
る官民連携事業 事例集

民間の創意工夫を最大限活用し公共施設の整備の効率化等を実現するため、民間収
益施設を併設・活用し、事業収入等で公共事業費を一部回収する手法について、先行し
て取り組まれた20事例に関する基礎情報やノウハウ等について記載

豊島区新庁舎整備事業
（豊島区）など、20事例

公共施設の整備・維持管理・運営にあたっての参考資料とされ、官民連携事業手法の積極的な活用を図って
いただきたい。

10

先導的官民連携支援事業
先導的な官民連携事業を実施しようとする地方公共団体等に対し、下記（イ）又は（ロ）に係る業務に要する調査委託費を助成する
ことにより、官民連携事業の案件形成を促進するもの。平成23年度より実施。

（イ）事業手法検討支援型 ： 施設の種類、事業規模、事業類型、事業方式等の面で先導的な官民連携事業の導入や実施に向け
た検討のための調査

（ロ）情報整備支援型 ： 先導的な官民連携事業の導入判断等に必要な情報の整備等のための調査

年度 申請数（件） 採択数（件）

Ｈ２３ 34 11

Ｈ２４ 50 21

Ｈ２５ 53 31

Ｈ２６ 61 28

Ｈ２７ 38 20

Ｈ２８ 61 24

計 297 135

国土交通省の所管する事業であって、以下の要件を満たすもの。官民連携事業の類型に係る要件、重点推進分野に係る要件及
び調査開始以降の協力に係る要件を満たすもの。

調査費用のうち、コンサルタント等の専門家に調査や検討を依頼する経費（委託費）を、予算の範囲内で、全額国費による定額
補助として助成。補助金１件当たりの上限は20,000千円。

補助対象・対象事業

補助対象経費・補助率・補助限度額

H23～H28の支援実績 先導的官民連携支援事業イメージ

①調査を実施した地方公共団体等での案件形成の促進。
②調査事業について、今後PPP/PFI手法の導入を検討する他の地方公共団

体等へのモデルとして横展開。

※過年度の調査成果については、次のＵＲＬ（http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/kanminrenkei/sosei_kanminrenkei_tk1_000014.html）に掲載しています。

・応募
・調査成果の報告

・選定
・調査委託費の助成

コンサルタント等の専門家

・調査委託 ・調査成果の
報告

官民連携事業の実施を検討しようと
する地方公共団体等

国土交通省

【調査実施の流れ】

官民連携事業推進検討委員会
（外部有識者からなる第三者委員会）

・補助事業選定に
関する助言

○官民連携事業の類型に係る要件 Ⅰ：公共施設等運営権制度を活用したPFI事業、Ⅱ：公益施設の併設・活用など事業収入等で費用を回収するPPP/PFI事業 等
○重点推進分野に係る要件 Ａ：防災・減災対策、Ｂ：老朽化対策、Ｃ：生産性向上、Ｄ：地域の活性化、Ｅ：被災地の復旧・復興
○調査開始以降の協力に係る要件 イ：支援終了後も引き続き官民連携の推進が図られるよう持続可能な庁内の連携体制づくりに取り組むものとする。 等
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平成29年度 先導的官民連携支援事業（第１次）について

先導的な官民連携事業を実施しようとする地方公共団体等に対し、下記（イ）又は（ロ）に係る業務に要する調査委託費
を助成することにより、官民連携事業の案件形成を促進することを目的とします。

目的

国土交通省の所管する事業であって、官民連携事業の類型に係る要件、重点推進分野に係る要件、及び調査開始以
降の協力に係る要件を満たすものとします。

補助対象・対象事業

平成29年３月１日（水） ～ 平成29年４月12日（水） 14:00必着
（注） 第２次募集を６月頃に行う予定としています。

応募受付期間

補助対象経費・補助率・補助限度額

調査費用のうち、コンサルタント等の専門家に調査や検討を依頼する経費（委託費）を、予算の範囲内で、全額国費に
よる定額補助として助成します。補助金１件当たりの上限は20,000千円です。

（イ）事業手法検討支援型 ： 施設の種類、事業規模、事業類型、事業方式等の面で先導的な官民連携事業の導入
や実施に向けた検討のための調査

（ロ）情報整備支援型 ： 先導的な官民連携事業の導入判断等に必要な情報の整備等のための調査

年 平成29年 平成30年

月 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

応募受付 審査 交付先
決定

調査の実施 成果の報告

（注） 今回募集は、平成29年度予算の成立を前提に行うものであり、国会における予算審議の状況によっては調査・検討及び助成事業の内容等を
変更する場合があります。

スケジュール（予定）

12

平成29年度 地域プラットフォーム形成支援（第１次）について

地域におけるＰＰＰ／ＰＦＩ事業の関係者間の連携強化、人材育成、官民対話等を行う産官学金で構成された地域プラッ
トフォームの形成を推進することを目的とします。

国土交通省委託のコンサルタントを派遣し、産官学金との対話・提案等による官民連携事業案件の形成・推進を通じ、
下記（イ）、（ロ）又は（ハ）に係る類型の地域プラットフォームの設置・運営を支援します。

目的

地域プラットフォームの継続的な取組実施を通じて、多種多様なPPP/PFI事業の形成を目指す地域。

支援対象

平成29年３月１日（水） ～ 平成29年４月12日（水） 14:00必着
（注） 第２次募集を６月頃に行う予定としています。

応募受付期間

（イ）個別案件型 ： 具体的な個別事業の案件形成を推進しながら、地域プラットフォームを形成。

（ロ）普及啓発型 ： １年目はセミナー等を実施することにより、エリアにおけるＰＰＰ／ＰＦＩの普及啓発を推進。２年目
以降、具体的な個別事業の案件形成を推進しながら、地域プラットフォームを形成。

（ハ）地域連携型 ： 特定テーマを設定の上、そのテーマに関心のある複数の地方公共団体等が地域で連携し、その

テーマにかかる事業の案件形成を推進しながら、地域プラットフォームを形成。

年 平成29年 平成30～31年

月 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

応募受付 審査 支援先
決定

調査の実施 成果の報告

（注） 事業の進捗に応じ、２～３年程度の支援を予定しています。

スケジュール（予定）

（注） 今回募集は、平成29年度予算の成立を前提に行うものであり、国会における予算審議の状況によっては調査・検討及び助成事業の内容等を
変更する場合があります。

13
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事業化検討段階 事業化段階

PPP（Public-Private-Partnership）協定（Ⅰ）

趣 旨 民間の有する情報インフラ等を活用するとともに、その取組を後押しすること（＝PPP）により、より効果的
かつ効率的なPPP/PFIの推進を図る。

他の自治体がどのようにマーケットサウ
ンディングを実施しているのか知りたい。

【自治体における活用イメージ】

他の自治体の事業内容を参考にしたい。

実施方針、募集要項、要求水準書
等の必要な書類のひな型が欲しい。

他の自治体のマーケットサウンディングの内容や書類を調べることができます。

これまで実施されたPFI事業について分野別、地域別に調べることができます。

他の自治体が公表した実際の書類を調べることができます。

【メリット】
活動や実績が多くの企業等
に認識され、活動が充実。

【メリット】
自治体の取組を情報面
から後押しすることで、
PPP/PFIを推進。

PPP協定
（一定以上のデータベース保有）

✓自治体によるデータベースの無償使用
✓データベースの活用方法の講義
✓国土交通省広報への協力

日本PFI・PPP協会国土交通省
官民連携政策課

✓地域PF等におけるデータベースの紹介
✓セミナー等に対する後援、講演等の協力

14

PPP（Public-Private-Partnership）協定（Ⅱ）

A社

B社

C社

E社
F社

G社

D社

後援

セミナー開催

趣 旨
民間の開催するセミナー等を活用しつつ、予算以外も含めた行政資源を活用して民間の取組を後押し
すること（＝PPP）により、より効果的かつ効率的なPPP/PFIの推進を図る。

【メリット】
活動や実績が多くの企業等
に認識され、活動が充実。

【メリット】

自治体の取組を、情報提供
及び個別相談体制構築に
より後押しすることで、
PPP/PFIを推進。

PPP協定
（一定回数以上のセミナー開催）

✓無料セミナーの実施による情報提供
✓個別相談体制構築による、自治体等の疑問解消
✓国土交通省広報への協力

パートナー国土交通省
官民連携政策課

✓講演資料のリアルタイム提供
✓セミナー等に対する後援、講演、広報活動等の協力

内閣府認証 ＮＰＯ法人

（順不同）

協定イメージ

パートナーの皆様

15
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平 成 2 9 年 4 月 3 日 

総合政策局 官民連携政策課 

 

PPP（Public-Private-Partnership）協定（Ⅱ）パートナー選定結果について 

～官民連携による PPP/PFI の推進～ 

 

 

国土交通省では、このたび「PPP 協定（Ⅱ）」を締結しましたので発表いたします。 

 

厳しい財政状況の中、民間の資金・知恵等を活用し、真に必要な社会資本の整備・維持管理・

更新を着実に実施するとともに、民間の事業機会の拡大による経済成長を実現していくため、

PPP/PFI の推進を図っています。 

PPP 協定（Ⅱ）は、PPP/PFI の推進自体に際しても、民間の開催するセミナー等を活用しつつ、

予算以外も含めた行政の資源を活用して民間の取組を後押しすること（＝PPP）により、より効果

的かつ効率的な施策の実施を図ることを目的としております。 

 

■協定パートナー（五十音順） 

・株式会社オリエンタルコンサルタンツ 

・株式会社静岡銀行 

・株式会社北海道銀行 

・株式会社 YMFG ZONE プラニング 

・シダックス株式会社 

・大和リース株式会社 

・NPO 法人全国地域 PFI 協会 

 

（参考：これまでの経緯） 

  国土交通省では、本年 3 月、PPP 協定（Ⅱ）を締結するパートナーを公募（平成 29年 3 月 16

日報道発表）。民間事業者からの応募資料に基づき、上記パートナーを選定。 

 

■協定期間 

・平成 29年 4月 1 日～平成 30年 3 月 31 日 

 

■協定内容 

・別紙をご参照ください。 

 

（その他） 

・協定パートナーとの取組や今後の予定については、以下 HP にて掲載していきます。 

 URL：http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/kanminrenkei/sosei_kanminrenkei_tk1_000012.html 

 

【 問い合わせ先 】 

国土交通省 総合政策局 官民連携政策課 三宅、舟橋 

TEL：03-5253-8111（内線 26-522、26-523）、03-5253-8981（直通） FAX：03-5253-1548 

E-mail：kanmin_renkeiΣmlit.go.jp（メール送付の際は「Σ」を「@」に変えてください。） 
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１．名称 

 「PPP（Public-Private-Partnership）協定（Ⅱ）」 

 

２．目的 

  PPP/PFI の推進に当たって、民間の開催するセミナー等を活用しつつ、予算以外も含めた行政の資源を

活用して民間の取組を後押しすること（＝PPP）により、より効果的かつ効率的な施策の実施を図ること。 

 

３．協定の内容 

（１）当課がパートナーに求めるもの 

 ①セミナーについて 

A 以下の基準を満たす PPP/PFI に関するセミナーを年 4回（四半期に 1回）以上開催すること 

・都道府県単位など広域的な開催を基本とすること 

  ・PPP/PFI の一般論や、知識習得のための基礎講座等も含めたものとすること 

  ・参加者が、無償で参加できるものとすること 

B 参加地方公共団体等からの相談体制を整えること（必要に応じてセミナー開催後に個別相談会を

実施すること） 

C ブロックプラットフォームに参画していない自治体の参画に努めること 

D セミナーに関する情報（セミナー資料、参加者、質疑内容等）を当課と共有し、資料及び質疑内容

等については原則公表可とすること（個人情報等は非公表とする） 

E セミナー参加者に対し、別途定めるアンケートを実施し、提出すること 

 ②その他 

  A 国土交通省が開催する地域ブロックプラットフォーム等との連携に協力すること 

  B 求めに応じ、国土交通省関係のセミナー開催など必要な情報の広報や国土交通省が実施するアンケ

ート等に協力すること 

（２）パートナーに当課が提供できるもの 

①パートナーが開催するセミナー等において、後援・講演等の協力をすること 

②パートナーが開催するセミナーについて、地方公共団体への情報提供の協力をすること 

③求めに応じ、内閣府等関係府省庁、地方公共団体等に対し、パートナーが開催するセミナーにおける

講演等を依頼すること（講演者に対して、交通費自己負担についてまで、当方から依頼するものでは

ありません） 

④パートナーにおいて利用できるよう当課の最新の講演資料を、リアルタイムで提供すること 

⑤当課ホームページでの告知等、セミナー広報活動を行うこと 

（３）その他 

 ①官民対話を通じて、更なる連携方策について模索すること 

②パートナーが、反社会的勢力ではないこと 

 

４．協定期間 

 平成 29 年 4月 1日～平成 30 年 3月 31 日 

 

５．留意事項 

  協定に係る費用については、各者で負担して頂きます。（国土交通省から、パートナーに費用を支払う

ことは致しません。） 

 

別紙 
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時

に
は

、
狭

隘
な

道
路

空
間

に
な

る
と

と
も

に
、

路
肩

排
雪

の
た

め
に

通
行

止
が

必
要

高
規

格
幹

線
道

路
（
有

料
）
に

お
け

る
状

況
（H

2
9.

3
現

在
）
：

○
四
車
線
化
の
機
動
的
な
対
応

（
高
速

自
動
車
国
道
法
施
行
令
(
政
令
)改

正
H
2
7/
1
1
/1
8 
公
布
・
施
行
）

○
交
通
状
況

を
デ
ー
タ
で
把
握
し
、
付
加
車
線
を
設
置
、
検
証

高
速
道
路
の
暫
定
二
車
線
に
つ
い
て

＜
ワ
イ
ヤ
ロ
ー
プ
の
設
置
事
例
＞
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高
速
道
路
の
暫
定
二
車
線
区
間
の
状
況

平
成

29
年

3月
31
日
時
点

ワ
イ
ヤ
ロ
ー
プ
試
行
設
置
箇
所

ワ
イ
ヤ
ロ
ー
プ
試
行
区
間
（
H
2
4～
）

道
央
道

（
大
沼
公
園
～
森
）

延
長

1.
5k

m

磐
越
道

（
三
川
～
安
田
）

延
長

0.
4k

m

開
通
済

9
,
3
6
3
k
m

う
ち
暫
定
二
車
線
区
間

2
,
5
7
9
k
m
（
約
3
割
）

※
延
長
は
高
規
格
幹
線
道
路
（
有
料
）の
延
長
を
記
載

紀
勢
道

（
紀
伊
長
島
～
紀
勢
大
内
山
）

延
長

0.
1k

m

紀
勢
道

（
勢
和
多
気
～
大
宮
大
台
）

延
長

1.
1k

m

磐
越
道

（
西
会
津
～
津
川
、

三
川
～
安
田
、

新
津
～
新
潟
中
央

JC
T）

延
長

10
.7

km

浜
田
道

（
旭
～
浜
田

JC
T）

延
長

10
.3

km

東
海
環
状
道

（
富
加
関
～
美
濃
関

JC
T）

延
長

1.
8k

m

舞
鶴
若
狭
道

（
若
狭
三
方
～
若
狭
美
浜
）

延
長

1.
5k

m

松
山
道

（
大
洲
北
只
～
西
予
宇
和
）

延
長

5.
8k

m
東
九
州
道

（
門
川
～
日
向
、
西
都
～
宮
崎
西
、

末
吉
財
部
～
国
分
）

延
長

1 9
.8

km

秋
田
道

（
北
上
西
～
大
曲
、

秋
田
南
～
秋
田
中
央
）

延
長

17
.7

km

道
東
道

（
夕
張
～
占
冠
）

延
長

5.
0k

m

道
央
道

（
落
部
～
国
縫
、

黒
松
内

JC
T～
豊
浦
）

延
長

21
.0

km

日
東
道

（
聖
籠
新
発
田
～
荒
川
胎
内
）

延
長

15
.8

km

山
陰
道

（
江
津
～
江
津
西
）

延
長

2.
8k

m

付
加
車
線
設
置
検
証
路
線

松
山
道

（
松
山
～
大
洲
）

延
長

42
km

※
付
加
車
線
を

計
6k

m
に
設
置
予
定

岡
山
米
子
道

（
賀
陽
～
北
房
J
C
T
）
延
長
2
1
km

※
付
加
車
線
を
計
9
km
に
設
置
予
定

（
蒜
山
～
米
子
）

延
長
3
3
km

※
付
加
車
線
を
計
3
km
に
設
置
予
定

東
海
北
陸
道

（
飛
騨
清
見
～
小
矢
部
砺
波
J
C
T
）

延
長
6
8
km

※
付
加
車
線
を
計
1
0
km
に
設
置
予
定

徳
島
道

（
徳
島
～
川
之
江
東

JC
T）

延
長

95
km

※
付
加
車
線
を

計
7.

5k
m
に
設
置
予
定
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○
建
設
さ
れ
た
道
路
は
無
料
で
一
般
交
通
の
用
に
供
さ
れ
る
「
無
料
公
開
の
原
則
」
。

○
一
方
で
、
道
路
の
整
備
を
促
進
す
る
た
め
、
借
入
金
に
よ
り
整
備
し
、
通
行
料
金
を
徴
収
し
て
そ
の

返
済
に
充
て
る
有
料
道
路
制
度
を
規
定
す
る
と
と
も
に
、
料
金
の
徴
収
主
体
を
高
速
道
路
会
社
、
地

方
道
路
公
社
等
に
限
定
。

道
路

整
備

特
別

措
置

法
の

考
え

方

【
特
例
措
置
の
ポ
イ
ン
ト
】

○
地
方
道
路
公
社
が
公
社
管
理
道
路
運
営
権
を
設
定
す
る
場
合
に
は
、
民
間
事
業
者
に
料
金
を
収
受

さ
せ
る
こ
と
と
し
、
民
間
事
業
者
に
よ
る
公
社
管
理
有
料
道
路
の
運
営
を
可
能
化
。

○
料
金
は
、
公
社
が
許
可
等
を
受
け
た
料
金
を
上
限
と
し
て
、
民
間
事
業
者
が
弾
力
的
に
決
定
。

構
造

改
革

特
区

制
度

に
よ

る
道

路
整

備
特

別
措

置
法

の
特

例
措

置

＜
コ
ン
セ
ッ
シ
ョ
ン
方
式
（
公
共
施
設
等
運
営
権
方
式
）
＞

地
方

道
路

公
社

民
間

事
業

者

利
用

者

運
営

権
の

設
定

利
用

料
金

対
価

の
支

払

国
土

交
通

大
臣

許
可

改
正

構
造

改
革

特
別

区
域

法
平

成
２

７
年

７
月

８
日

成
立

８
月

３
日

施
行

道
路
分
野
に
お
け
る
コ
ン
セ
ッ
シ
ョ
ン
方
式
の
導
入

16



地
方

道
路

公
社

（
所

有
権

）

○
資

産
・
負

債
の

管
理

○
運

営
権

対
価

に
よ

る
建

設
費

等
の

償
還

○
公

権
力

行
使

等
に

該
当

す
る

道
路

管
理

権
限

の
業

務

○
災

害
復

旧

○
運

営
権

者
に

対
す

る
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
機

能

道
路

運
営

権
者

（
民

間
事

業
者

）

○
維

持
・
修

繕

・
道

路
管

理
者

権
限

の
う

ち
公

権
力

行
使

等
に

該
当

し
な

い
も

の
を

代
行

○
料

金
徴

収
（
料

金
収

入
の

帰
属

）

（
上

記
に

加
え

）
○

利
便

性
向

上
の

た
め

の
施

設
整

備
（
大

規
模

更
新

、
IC

等
）

※
地

方
道

路
公

社
が

国
か

ら
許

可
を

受
け

た
事

業
内

容

（
運

営
権

）

運
営

権
の

付
与

運
営

権
対

価

運
営

権
実

施
契

約

≪
役

割
≫

≪
役

割
≫

公
社
と
道
路
運
営
権
者
の
役
割
分
担
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新
設

・
改

築
費

用
の

償
還

維
持

管
理

費
用

公
社

が
行

う
維

持
管

理
費

用

占
用

料
収

入

運
用

益
収

入
等

公
社

が
コ

ン
セ

ッ
シ

ョ
ン

実
施

前
に

徴
収

し
た

料
金

収
入

道
路

運
営

権
者

が
行

う
維

持
管

理
費

用
運

営
権

者
が

収
受

す
る

利
用

料
金

収
入

公
社

費
用

収
入

＜
公

社
に

よ
る

運
営

＞
＜

コ
ン

セ
ッ

シ
ョ

ン
＞

公
社

費
用

収
入

道
路

運
営

権
者

費
用

収
入

運
営

権
対

価
の

額
運

営
権

対
価

の
額

運
営

権
対

価
の

額
公

社
が

コ
ン

セ
ッ

シ
ョ

ン
実

施
前

に
徴

収
し

た
料

金
収

入
占

用
料

収
入

等
新

設
・
改

築
費

用
の

償
還

公
社

が
行

う
維

持
管

理
費

用
＋

＋
≧

＋

≦

占
用

料
収

入
等

新
設

・
改

築
費

用
の

償
還

料
金

収
入

運
営
権
対
価
の
イ
メ
ー
ジ
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愛
知
県
道
路
公
社
に
お
け
る
コ
ン
セ
ッ
シ
ョ
ン
制
度
の
導
入

経
緯

H
2
4
.2

愛
知

県
か

ら
、

有
料

道
路

分
野

に
民

間
企

業
が

参
入

で
き

る
特

別
の

措
置

を
求

め
る

構
造

改
革

特
区

提
案

H
2
6
.5

構
造

改
革

特
区

推
進

本
部

（
本

部
長

：
内

閣
総

理
大

臣
）
決

定
「
民

間
事

業
者

に
よ

る
公

社
管

理
有

料
道

路
の

運
営

を
可

能
と

す
る

た
め

、
公

共
施

設
等

運
営

権
を

有
す

る
民

間
事

業
者

に
料

金
徴

収
権

限
を

付
与

す
る

等
の

道
路

整
備

特
別

措
置

法
の

特
例

を
設

け
る

こ
と

と
す

る
。

」

H
2
6
.6

日
本

再
興

戦
略

（
改

訂
）
（
閣

議
決

定
）

構
造

改
革

特
区

推
進

本
部

決
定

に
基

づ
き

早
期

に
法

制
上

の
措

置
を

講
ず

る

H
2
7
.7

民
間

事
業

者
に

よ
る

公
社

管
理

有
料

道
路

の
運

営
を

可
能

と
す

る
構

造
改

革
特

別
区

域
法

一
部

改
正

法
成

立
（
8
月

3
日

施
行

）

H
2
7
.8

愛
知

県
が

国
家

戦
略

特
別

区
域

に
指

定

H
2
7
.9

愛
知

県
国

家
戦

略
特

別
区

域
会

議
が

国
家

戦
略

特
別

区
域

計
画

を
策

定
・
申

請
（
9
月

9
日

認
定

）

H
2
7
.1

0
.1

3
愛

知
県

に
お

い
て

P
F
I法

に
基

づ
く
実

施
方

針
の

公
表

（
運

営
権

対
価

：
1
,2

1
9
.7

7
億

円
以

上
）

H
2
7
.1

1
.1

6
  

愛
知

県
に

お
い

て
P

F
I法

に
基

づ
く
募

集
要

項
の

公
表

H
2
8
.
6

2
4

優
先

交
渉

権
者

の
決

定

H
2
8
. 
7
.2

9
  
  
 基

本
協

定
締

結

H
2
8
. 
8
.3

1
民

間
事

業
者

と
の

契
約

締
結

H
2
8
.1

0
.1

民
間

事
業

者
に

よ
る

運
営

開
始

○
優

先
交

渉
権

者
：
「
前

田
グ

ル
ー

プ
」

代
表

企
業

：
前

田
建

設
工

業
株

式
会

社
構

成
企

業
：
森

ト
ラ

ス
ト

株
式

会
社

、
大

和
ハ

ウ
ス

工
業

株
式

会
社

、
大

和
リ

ー
ス

株
式

会
社

、
セ

ン
ト

ラ
ル

ハ
イ

ウ
ェ

イ
株

式
会

社
連

携
企

業
：
M

ac
qu

ar
ie

 C
or

po
ra

te
 H

ol
di

ng
s 

Li
m

ite
d

○
運

営
権

対
価

：
１

，
３

７
７

．
０

０
億

円
（
う

ち
一

時
金

１
５

０
．

０
０

億
円

）
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発
注

者
愛

知
県

道
路

公
社

対
象

路
線

図

対
象

路
線

愛
知

県
道

路
公

社
が

管
理

す
る

８
路

線
（
右

図
参

照
）

事
業

内
容

①
対

象
路

線
の

維
持

管
理

・
運

営
業

務
②

改
築

業
務

（
知

多
４

路
線

）
③

附
帯

事
業

及
び

任
意

事
業

運
営

権
者

愛
知

道
路

コ
ン

セ
ッ

シ
ョ

ン
株

式
会

社

（
参

考
）
優

先
交

渉
権

者
「
前

田
グ

ル
ー

プ
」

代
表

企
業

：
前

田
建

設
工

業
株

式
会

社
構

成
企

業
：
森

ト
ラ

ス
ト

株
式

会
社

、
大

和
ハ

ウ
ス

工
業

株
式

会
社

、
大

和
リ

ー
ス

株
式

会
社

、
セ

ン
ト

ラ
ル

ハ
イ

ウ
ェ

イ
株

式
会

社
連

携
企

業
：
M

ac
qu

ar
ie

C
or

po
ra

te
 H

ol
di

ng
s 

Li
m

ite
d

運
営

権
対

価
（
８

路
線

合
計

）
１

，
３

７
７

．
０

億
円

（
税

抜
）

う
ち

一
時

金
１

５
０

．
０

億
円

（
税

抜
）

事
業

期
間

平
成

２
８

年
１

０
月

１
日

～
料

金
徴

収
期

間
満

了
ま

で
（
最

大
約

３
０

年
）

特
徴

愛
知

県
道

路
公

社
の

公
社

管
理

道
路

運
営

事
業

は
、

近
傍

に
立

地
す

る
商

業

施
設

等
を

運
営

す
る

事
業

と
連

携
し

、
当

該
道

路
の

利
便

増
進

を
図

る
と

と
も

に
、

民
間

事
業

者
の

創
意

工
夫

に
よ

る
低

廉
で

良
質

な
利

用
者

サ
ー

ビ
ス

の
提

供
、

有
料

道
路

の
利

便
性

の
向

上
、

沿
線

開
発

等
に

よ
る

地
域

経
済

の
活

性
化

、
民

間
事

業
者

に
対

す
る

新
た

な
事

業
機

会
の

創
出

、
効

率
的

な
管

理
運

営
の

実
現

、

確
実

な
債

務
の

償
還

を
図

る
こ

と
を

目
的

と
す

る
。

①
知
多
半
島
道
路

①
知
多
半
島
道
路⑦
衣
浦
豊
田
道
路

⑦
衣
浦
豊
田
道
路

⑧
名
古
屋
瀬
戸
道
路

⑧
名
古
屋
瀬
戸
道
路

⑤
衣
浦
ト
ン
ネ
ル

⑤
衣
浦
ト
ン
ネ
ル

②
南
知
多
道
路

②
南
知
多
道
路

④
中
部
国
際
空
港

連
絡
道
路

④
中
部
国
際
空
港

連
絡
道
路

③
知
多
横
断
道
路

③
知
多
横
断
道
路

⑥
猿
投
グ
リ
ー
ン
ロ
ー
ド

⑥
猿
投
グ
リ
ー
ン
ロ
ー
ド

(参
考

)公
社

予
定

最
低

価
１

，
２

１
９

．
７

７
億

円
（
税

抜
）

う
ち

一
時

金
１

５
０

．
０

億
円

（
税

抜
）

愛
知
県
道
路
公
社
に
お
け
る
コ
ン
セ
ッ
シ
ョ
ン
の
概
要

路
線

名
延

長
（
km

）
料

金
徴

収
期

間

①
知

多
半

島
道

路
2
0
.9

 
S
4
5
.7

.1
5

～
H

5
8
.3

.3
1

②
南

知
多

道
路

1
9
.6

 
S
4
5
.3

.1
～

H
5
8
.3

.3
1

③
知

多
横

断
道

路
8
.5

 
S
5
6
.4

.1
～

H
5
8
.3

.3
1

④
中

部
国

際
空

港
連

絡
道

路
2
.1

 
H

1
7
.1

.3
0

～
H

5
8
.3

.3
1

⑤
衣

浦
ト

ン
ネ

ル
1
.7

 
S
4
8
.8

.1
～

H
4
1
.1

1
.2

9
 

⑥
猿

投
グ

リ
ー

ン
ロ

ー
ド

1
3
.1

 
S
4
7
.4

.1
～

H
4
1
.6

.2
2

⑦
衣

浦
豊

田
道

路
4
.3

 
H

1
6
.3

.6
～

H
4
6
.3

.5

⑧
名

古
屋

瀬
戸

道
路

2
.3

 
H

1
6
.1

1
.2

7
～

H
5
6
.1

1
.2

6

全
体

7
2
.5

 
S
4
5
.3

.1
～

H
5
8
.3

.3
1
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とした６つの 「しかけ」 により、 地域資源の魅力活用と地域連携により地域を体感・発信する場を

提供する。

・具体的には、 情報発信をメインとする施設の増設、 地域産業や文化を体験

するための物販施設や飲食施設の設置、 季節マルシェの運営等に取り組む。◎任意事業 （道路

区域外） における地域活性化

・阿久比上りＰＡに連結し、観光・交流の核となる大型商業リゾート施設

「愛知多の大地」の整備。

・ ２０ １ ９年に中部臨空都市に整備される国際展示場の計画地内にインター

ナショナルブランドホテルの誘致。

・地域産業（酪農） と連携した「バイオガス発電事業」の実施。

≪提案された運営権対価の額≫

１， ３７７． ００億円（税抜）

うち一時金

１５０． ００億円（税抜）

※  なお、 優先交渉権者と基本協定及び実施契約の締結に至らない場合における次

点交渉権者として、 「オリックス・経営共創基盤・ヴァンシハイウェイコンソー

シアム」 を選定しました。

参考： 今後のスケジュール （予定）

平成２８年 ７月頃 基本協定の締結、運営権の設定及び公表

平成２８年 ８月頃 実施契約の締結及び公表

平成２８年１０月頃 事業の開始

≪添付資料≫

資料１愛知県有料道路運営等事業優先交渉権者選定結果（愛知県道路公社）

資料２参考資料：優先交渉権者「前田グループ」の提案概要

資料３参考資料：愛知県有料道路運営等事業審査報告（愛知県有料道路運営等事業に関する民間事業者選定委員会）
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民
間
施
設
に
直
結
す
る
専
用
イ
ン
タ
ー
チ
ェ
ン
ジ
（
仮
称
）に
つ
い
て

○
目
的
：
高
速
道
路
を
活
用
し
た
企
業
活
動
の
支
援
に
よ
り
経
済
の
活
性
化
を
図
る

○
内
容
：
高
速
道
路
と
近
傍
の
民
間
施
設
を
直
結
す
る
イ
ン
タ
ー
チ
ェ
ン
ジ
を
民
間
企
業
の
発
意
と

負
担
に
よ
り
整
備
す
る
制
度

民
間
施
設
の
例
：
大
規
模
商
業
施
設
、
工
業
団
地
、
物
流
施
設
等

運
用
形
態

：
Ｅ
Ｔ
Ｃ
車
限
定
ハ
ー
フ
ＩＣ
・
１
/
４
ＩＣ
も
可

手
続
き

：
自
治
体
の
ま
ち
づ
く
り
計
画
へ
の
位
置
づ
け

高
速
道
路
会
社
と
の
事
前
協
議

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
：
平
成
２
９
年
度
よ
り
制
度
の
運
用
を
開
始
予
定

［
高
速
道
路
と
近
傍
の
民
間
施
設
を
直
結
す
る
IC
の
整
備
(イ
メ
ー
ジ
)］

料
金
徴
収
施
設

（
E
T
C
車
専
用
）

高
速
道
路

一
般
交
通
も
利
用
可
能

一
般
道
路

民
間
企
業
が

整
備

民
間
施
設

高
速
道
路
か
ら

直
接
ア
ク
セ
ス
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M
in

is
tr

y 
of

 L
an

d,
 In

fr
as

tr
uc

tu
re

, T
ra

ns
po

rt
 a

nd
 T

ou
ri

sm

無
電
柱
化
に
向
け
た
最
近
の
取
組
に
つ
い
て
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「
無
電
柱
化
の
推
進
に
関
す
る
法
律
」
概
要

平
成
２
８
年
１２
月
９
日
成
立

災
害
の
防
止
、
安
全
・円
滑
な
交
通
の
確
保
、
良
好
な
景
観
の
形
成
等
を
図
る
た
め
、
無
電
柱
化
（
※
）
の
推
進
に
関
し
、
基
本

理
念
、
国
の
責
務
等
、
推
進
計
画
の
策
定
等
を
定
め
る
こ
と
に
よ
り
、
施
策
を
総
合
的
・計
画
的
・迅
速
に
推
進
し
、
公
共
の
福
祉
の

確
保
、
国
民
生
活
の
向
上
、
国
民
経
済
の
健
全
な
発
展
に
貢
献

目
的

１．
国
民
の
理
解
と
関
心
を
深
め
つ
つ
無
電
柱
化
を
推
進

２
．国
・地
方
公
共
団
体
・関
係
事
業
者
の
適
切
な
役
割
分
担

３
．地
域
住
民
が
誇
り
と
愛
着
を
持
つ
こ
と
の
で
き
る
地
域
社
会
の
形
成
に
貢
献

基
本
理
念

１．
国

：無
電
柱
化
に
関
す
る
施
策
を
策
定
・実
施

２
．地
方
公
共
団
体

：地
域
の
状
況
に
応
じ
た
施
策
を
策
定
・実
施

３
．事
業
者

：道
路
上
の
電
柱
・電
線
の
設
置
抑
制
・撤
去
、
技
術
開
発

４
．国
民

：無
電
柱
化
へ
の
理
解
と
関
心
を
深
め
、
施
策
に
協
力

国
の
責
務
等

基
本
的
な
方
針
・期
間
・目
標
等
を
定
め
た
無
電
柱
化
推
進
計
画
を
策
定
・公
表

（
総
務
大
臣
・経
済
産
業
大
臣
等
関
係
行
政
機
関
と
協
議
、
電
気
事
業
者
・ 電
気
通
信
事
業
者

の
意
見
を
聴
取
）

無
電
柱
化
推
進
計
画
(国
土
交
通
大
臣
)

都
道
府
県
・市
町
村
の
無
電
柱
化
推
進
計
画
の
策
定
・公
表
（
努
力
義
務
）

（
電
気
事
業
者
・電
気
通
信
事
業
者
の
意
見
を
聴
取
）

都
道
府
県
・市
町
村
無
電
柱
化
推
進
計
画

１．
広
報
活
動
・啓
発
活
動

２
．無
電
柱
化
の
日
（
１１
月
１０
日
）

３
．国
・地
方
公
共
団
体
に
よ
る
必
要
な
道
路
占
用
の
禁
止
・制
限
等
の

実
施

４
．道
路
事
業
や
面
開
発
事
業
等
の
実
施
の
際
、
関
係
事
業
者
は
、
こ
れ

ら
の
事
業
の
状
況
を
踏
ま
え
つ
つ
、
道
路
上
の
電
柱
・電
線
の
新

設
の
抑
制
、
既
存
の
電
柱
・
電
線
の
撤
去
を
実
施

５
．無
電
柱
化
の
推
進
の
た
め
の
調
査
研
究
、
技
術
開
発
等
の
推
進
、
成

果
の
普
及

６
．無
電
柱
化
工
事
の
施
工
等
の
た
め
国
・地
方
公
共
団
体
・関
係
事
業

者
等
は
相
互
に
連
携
・協
力

７
．政
府
は
必
要
な
法
制
上
、
財
政
上
又
は
税
制
上
の
措
置
そ
の
他
の

措
置
を
実
施

無
電
柱
化
の
推
進
に
関
す
る
施
策

※
無
電
柱
化
の
費
用
の
負
担
の
在
り
方
等
に
つ
い
て
規
定
（
附
則
2
項
）

（
※
）
電
線
を
地
下
に
埋
設
す
る
こ
と
そ
の
他
の
方
法
に
よ
り
、
電
柱
又
は
電
線
（
電
柱
に
よ
っ
て
支
持
さ
れ
る
も
の
に
限
る
。
以
下
同
じ
。
）
の
道
路
上
に
お
け
る

設
置
を
抑
制
し
、
及
び
道
路
上
の
電
柱
又
は
電
線
を
撤
去
す
る
こ
と
を
い
う

※
公
布
・施
行
：平
成
２
８
年
１２
月
１６
日
（
附
則
１項
）

（
１条
）

（
２
条
）

（
３
～
６
条
）

（
７
条
）

（
8
条
）

（
９
～
１５
条
）
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無
電
柱
化
推
進
の
あ
り
方
検
討
委
員
会

審
議
の
様
子

＜
委
員
長
＞

屋
井
鉄
雄

東
京
工
業
大
学
副
学
長

環
境
・
社
会
理
工
学
院
教
授

＜
委
員
＞

秋
葉
正
一

日
本
大
学
生
産
工
学
部
教
授

天
野
光
一

日
本
大
学
理
工
学
部
教
授

池
上
三
喜
子
（
公
財
）
市
民
防
災
研
究
所
理
事

久
保
田
尚

埼
玉
大
学
大
学
院
理
工
学
研
究
科
教
授

鈴
置
保
雄

愛
知
工
業
大
学
工
学
部
教
授

二
村
真
理
子
東
京
女
子
大
学
現
代
教
養
学
部
教
授

松
原
隆
一
郎
東
京
大
学
大
学
院
総
合
文
化
研
究
科
教
授

山
内
弘
隆

一
橋
大
学
大
学
院
商
学
研
究
科
教
授

山
本
隆
司

東
京
大
学
大
学
院
法
学
政
治
学
研
究
科
教
授

（敬
称
略
、
五
十
音
順
）

屋
井
委
員
長

第 １ 回

日
時
：
平
成
2
9
年
1
月
2
6
日
（木
）
1
0
:0
0
～
1
2
:0
0

議
題
：
（
１
）
無
電
柱
化
の
現
状
に
つ
い
て

（
２
）
主
な
検
討
の
観
点
に
つ
い
て

（
３
）
検
討
の
進
め
方
に
つ
い
て

第 ２ 回

日
時
：
平
成
2
9
年
2
月
2
7
日
（
月
）
1
5
:0
0
～
1
7
:0
0

議
題
：
関
係
者
か
ら
の
ヒ
ア
リ
ン
グ

・
金
沢
市

・
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
電
線
の
な
い
街
づ
く
り
支
援
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

・
（
株
）
Ｊ
Ｔ
Ｂ
総
合
研
究
所
中
根
主
席
研
究
官

・
電
力
事
業
連
合
会

第 ３ 回

日
時
：
平
成
2
9
年
3
月
1
4
日
（
火
）
1
5
:1
5
～
1
7
:1
5

議
題
：
関
係
者
か
ら
の
ヒ
ア
リ
ン
グ

・
無
電
柱
化
を
推
進
す
る
市
区
町
村
長
の
会

・
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
日
本
こ
ど
も
の
安
全
教
育
総
合
研
究
所

・
公
益
財
団
法
人
日
本
財
団

・
日
本
電
信
電
話
（
株
）

第 ４ 回

日
時
：
平
成
2
9
年
4
月
2
1
日
（
金
）
1
0
:0
0
～
1
2
:0
0

議
題
：
（
１
）
関
係
者
か
ら
の
ヒ
ア
リ
ン
グ

・
一
般
社
団
法
人
日
本
ケ
ー
ブ
ル
テ
レ
ビ
連
盟

・
芦
屋
市

（
２
）
海
外
の
無
電
柱
化
の
状
況
に
つ
い
て

（
３
）
無
電
柱
化
の
歴
史
に
つ
い
て

（
４
）
委
員
意
見
・
ﾋ
ｱ
ﾘﾝ
ｸ
ﾞの
概
要
等
（
案
）
に
つ
い
て

（
５
）
今
後
の
進
め
方
に
つ
い
て
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低
コ
ス
ト
手
法
の
取
組
状
況

管
路
の
浅
層
埋
設

小
型
ボ
ッ
ク
ス
活
用
埋
設

直
接
埋
設

現
行
よ
り
浅
い
位
置
に
埋
設

小
型
化
し
た
ボ
ッ
ク
ス
内
に

ケ
ー
ブ
ル
を
埋
設

ケ
ー
ブ
ル
を
地
中
に
直
接
埋
設

・
浅
層
埋
設
基
準
を
緩
和

（
平
成
2
8
年
4
月
施
行
）

・
モ
デ
ル
施
工
（
平
成
2
8
年
度
～
）

・
電
力
ケ
ー
ブ
ル
と
通
信
ケ
ー
ブ
ル
の
離

隔
距
離
基
準
を
改
定
（
平
成
2
8
年
9
月

施
行
）

・
直
接
埋
設
方
式
導
入
に
向
け
た
課
題

の
と
り
ま
と
め
（
平
成
2
7
年
1
2
月
）

・
直
接
埋
設
用
ケ
ー
ブ
ル
調
査
、
舗
装
へ

の
影
響
調
査
（
平
成
2
8
年
度
）

・
モ
デ
ル
施
工
に
着
手

（
平
成
2
9
年
度
予
定
）

・
全
国
展
開
を
図
る
た
め
の
「
道
路
の
無

電
柱
化
低
コ
ス
ト
手
法
導
入
の
手
引
き

(案
)」
を
作
成
（
平
成
2
9
年
3
月
発
出
）

・
全
国
展
開
を
図
る
た
め
の
「
道
路
の
無

電
柱
化
低
コ
ス
ト
手
法
導
入
の
手
引
き

(案
)」
を
作
成
（
平
成
2
9
年
3
月
発
出
）

管
路
の
事
例
（
国
内
）

直
接
埋
設
の
事
例
（
パ
リ
）

通
信

ケ
ー
ブ
ル

電
力

ケ
ー
ブ
ル

小
型
ボ
ッ
ク
ス
の
事
例

28



道
路
管
理
者

区
域
指
定
時
期

対
象
道
路

告
示

制
限
開
始

道
路
の
種
類

延
長

山
形
県

H
2
9
.3
.1
4

H
2
9
.4
.1

緊
急
輸
送
道
路
（
一
部
）

1
0
0
.8
km

埼
玉
県

H
2
9
.2
.1
7

H
2
9
.4
.1

緊
急
輸
送
道
路
（
全
線
)

約
1
,1
0
0
km

静
岡
県

H
2
9
.3
.1
4

H
2
9
.3
.3
1

緊
急
輸
送
道
路
（
有
料
道
路
を
除
く
全
線
）

約
1
,1
0
0
km

滋
賀
県

H
2
9
.3
.3
1

H
2
9
.4
.1

緊
急
輸
送
道
路
（
一
部
）

約
7
5
km

大
阪
府

H
2
9
.3
.2
8

H
2
9
.4
.1

広
域
緊
急
交
通
路
＜
緊
急
輸
送
道
路
＞
（
一
部
）

約
1
8
0
km

兵
庫
県

H
2
9
.3
.1
7

H
2
9
.4
.1

緊
急
輸
送
道
路
（
全
線
）

約
1
,4
0
0
km

熊
本
県

H
2
9
.3
.1
7

H
2
9
.4
.1

緊
急
輸
送
道
路
（
全
線
）

約
1
,5
3
0
km

横
浜
市

H
2
9
.3
.1
5

H
2
9
.4
.1

緊
急
輸
送
道
路
（
一
部
）

今
後
緊
急
輸
送
道
路
に
指
定
が
行
わ
れ
る
予
定
の
新
設
道
路
（
一
部
）

約
2
2
0
km

熊
本
市

H
2
9
.3
.1
5

H
2
9
.4
.1

緊
急
輸
送
道
路
（
全
線
）

1
1
9
.4
km

○
平
成
２
８
年
度
に
告
示
（
地
方
公
共
団
体
：
９
団
体
）

道
路
管
理
者

区
域
指
定
時
期

対
象
道
路

告
示

制
限
開
始

道
路
の
種
類

延
長

東
京
都

H
2
9
年
度

H
2
9
年
度

都
道
全
線
（
う
ち
、
緊
急
輸
送
道
路
1
,2
7
5
km
）

約
2
,2
0
0
km

○
平
成
２
９
年
度
に
告
示
予
定
（
地
方
公
共
団
体
：
１
団
体
）

合
計
約
5
,8
2
5
km

（
Ｈ
２
９
．
４
時
点
）

道
路
管
理
者

区
域
指
定
時
期

対
象
道
路

告
示

制
限
開
始

道
路
の
種
類

延
長

国
土
交
通
省

H
2
8
.2
～
H
2
8
.3

H
2
8
.4
.1

ほ
ぼ
全
線

約
2
0
,0
0
0
km

３
７
条
に
基
づ
く
電
柱
の
新
設
を
禁
止
す
る
措
置
の
実
施
等

○
平
成
２
７
年
度
に
告
示
（
直
轄
の
み
）
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自
転
車
活
用
推
進
法
の
概
要

•
国
は
、
基
本
理
念
に
の
っ
と
り
、
自
転
車
の
活
用
推
進
に
関
す
る
施
策
を
総
合

的
か
つ
計
画
的
に
策
定
、
実
施
す
る

•
地
方
公
共
団
体
は
、
基
本
理
念
に
の
っ
と
り
、
自
転
車
の
活
用
推
進
に
関
し
、
国

と
の
適
切
な
役
割
分
担
を
踏
ま
え
て
、
区
域
の
実
情
に
応
じ
た
施
策
を
策
定
、

実
施
す
る

•
国
・地
方
公
共
団
体
は
、
情
報
の
提
供
等
を
通
じ
て
、
基
本
理
念
に
関
す
る
国

民
・住
民
の
理
解
を
深
め
、
か
つ
そ
の
協
力
を
得
る
よ
う
努
め
る

＜
目
的
＞

•
基
本
理
念
を
定
め
、
国
の
責
務
等
を
明
ら
か
に
し
、
施
策
の
基
本
と
な
る
事
項

を
定
め
る
と
と
も
に
、
自
転
車
活
用
推
進
本
部
を
設
置
す
る
こ
と
に
よ
り
、
自

転
車
の
活
用
を
総
合
的
か
つ
計
画
的
に
推
進
す
る
こ
と

＜
基
本
理
念
＞

•
自
転
車
に
よ
る
交
通
が
、
二
酸
化
炭
素
等
の
環
境
に
深
刻
な
影
響
を
及
ぼ
す

物
質
及
び
騒
音
・振
動
を
発
生
し
な
い
と
い
う
特
性
並
び
に
災
害
時
に
お
い
て

機
動
的
で
あ
る
と
い
う
等
の
特
性
を
有
す
る
こ
と

•
自
動
車
へ
の
依
存
の
程
度
を
低
減
す
る
こ
と
が
、
国
民
の
健
康
の
増
進
及
び

交
通
の
混
雑
の
緩
和
に
よ
る
経
済
的
社
会
的
効
果
を
及
ぼ
す
こ
と

•
交
通
体
系
に
お
け
る
自
転
車
に
よ
る
交
通
の
役
割
を
拡
大
す
る
こ
と

•
交
通
の
安
全
の
確
保
が
図
ら
れ
る
こ
と

•
自
転
車
と
公
共
交
通
機
関
と
の
連
携
の
促
進
等
に
努
め
、
国
・地
方
公
共
団
体

が
実
施
す
る
自
転
車
活
用
の
推
進
に
関
す
る
施
策
に
協
力
す
る
よ
う
努
め
る

•
国
、
地
方
公
共
団
体
、
公
共
交
通
関
係
事
業
者
、
住
民
そ
の
他
の
関
係
者
は
、

基
本
理
念
の
実
現
に
向
け
て
相
互
に
連
携
を
図
り
な
が
ら
協
力
す
る
よ
う
努

め
る

•
政
府
は
、
基
本
方
針
に
即
し
、
目
標
及
び
講
ず
べ
き
必
要
な
法
制
上
・財
政
上
の

措
置
等
を
定
め
た
自
転
車
活
用
推
進
計
画
を
閣
議
決
定
で
定
め
、
国
会
に
報
告

す
る

•
都
道
府
県
、
市
区
町
村
は
、
区
域
の
実
情
に
応
じ
た
自
転
車
活
用
推
進
計
画
を

定
め
る
よ
う
努
め
る

①
自
転
車
専
用
道
路
・自
転
車
専
用
通
行
帯
等
の
整
備

②
路
外
駐
車
場
の
整
備
、

時
間
制
限
駐
車
区
間
の
指
定
見
直
し
③
シ
ェ
ア
サ
イ
ク
ル
施
設
の
整
備

④
自

転
車
競
技
施
設
の
整
備

⑤
高
い
安
全
性
を
備
え
た
良
質
な
自
転
車
の
供
給
体

制
の
整
備

⑥
自
転
車
安
全
に
寄
与
す
る
人
材
の
育
成
及
び
資
質
の
向
上

⑦
情
報
通
信
技
術
等
の
活
用
に
よ
る
自
転
車
の
管
理
の
適
正
化

⑧
交
通
安
全
に
係

る
教
育
及
び
啓
発

⑨
自
転
車
活
用
に
よ
る
国
民
の
健
康
の
保
持
増
進

⑩
学
校

教
育
等
に
お
け
る
自
転
車
活
用
に
よ
る
青
少
年
の
体
力
の
向
上

⑪
自
転
車
と
公

共
交
通
機
関
と
の
連
携
の
促
進

⑫
災
害
時
の
自
転
車
の
有
効
活
用
体
制
の
整

備
⑬
自
転
車
を
活
用
し
た
国
際
交
流
の
促
進

⑭
観
光
旅
客
の
来
訪
の
促
進
そ

の
他
の
地
域
活
性
化
の
支
援

等
の
施
策
を
重
点
的
に
検
討
・実
施
す
る

国
土
交
通
省
に
自
転
車
活
用
推
進
本
部
を
置
き
、
本
部
長
は
国
土
交
通
大
臣
、
本
部

員
は
関
係
閣
僚
を
も
っ
て
充
て
る
（
併
せ
て
国
土
交
通
省
設
置
法
の
一
部
改
正
（
附

則
５
条
）
）

•
５
月
５
日
を
「
自
転
車
の
日
」
、
５
月
を
「
自
転
車
月
間
」
と
す
る
（
１４
条
）

•
自
転
車
活
用
推
進
を
担
う
行
政
機
関
の
在
り
方
に
つ
い
て
等
の
検
討
（
附
則
２
・３

条
）

•
市
区
町
村
道
に
加
え
、
国
道
及
び
都
道
府
県
道
に
つ
い
て
も
自
転
車
専
用
道
路

等
を
設
置
す
る
よ
う
努
め
る
旨
の
自
転
車
道
の
整
備
等
に
関
す
る
法
律
の
一
部

改
正
（
附
則
４
条
）

（
１・
２
条
）

（
３
・４
条
）

（
５
～
７
条
）

（
８
条
）

（
９
～
１１
条
）

（
１２
・１
３
条
）

施
行
期
日
：公
布
の
日
（
平
成
２
８
年
１２
月
１６
日
）
か
ら
６
月
以
内
で
政
令
で
定
め
る
日
(附
則
１条
)

目
的
・基
本
理
念

国
等
の
責
務

公
共
交
通
関
係
事
業
者
の
責
務
等

基
本
方
針

自
転
車
活
用
推
進
計
画

自
転
車
活
用
推
進
本
部

そ
の
他
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自転車の活用の推進に関する業務の基本方針について 

 

 

 

 

 自転車の活用の一層の推進を図るため、国土交通省において自転車の活用の

推進に関する企画及び立案並びに総合調整を行うこととし、同省において本業

務に取り組むに当たり、内閣法（昭和 22 年法律第５号）第 12 条第２項第２号に

規定する基本的な方針として本基本方針を定める。 

 

１．基本的な方針 

 

自転車は、二酸化炭素などの環境に深刻な影響を及ぼすおそれのある物質を

排出しない交通手段であり、また、自転車による交通は、災害時の移動・輸送や

国民の健康の増進、交通の混雑の緩和等に資するものである。このため、環境、

交通、健康等が重要な課題となっている我が国において、自転車の活用の推進に

関する施策の充実が一層重要となっている。 

また、自転車の活用の一層の推進を図るためには、自転車専用道路等の整備、

自転車の活用による国民の健康の保持増進、自転車と公共交通機関との連携の

促進、災害時における自転車の有効活用に資する体制の整備など、様々な分野に

おける取組を総合的かつ計画的に進めることが必要である。 

自転車の活用の推進については、これまでも各府省庁において、必要な協力の

下、それぞれ取組を行ってきたが、平成2 8年1 2月に自転車活用推進法（平成2 8年

法律第1 1 3号）が成立し、関係閣僚により構成される自転車活用推進本部が国土

交通省に置かれることとされ、同本部において、自転車活用推進計画の案の作

成、実施の推進などの事務を実施することとされたところである。これを踏ま

え、同法の施行以降は、国土交通省において、自転車の活用の推進に関する企画

及び立案並びに総合調整を行うこととし、関係府省庁の緊密な連携、協力の下、

政府全体で自転車の活用の推進に関する業務に効果的かつ効率的に取り組むこ

ととする。 

 

２．１．に基づき行う事務の内容と関係府省庁 

  

 １．の基本的な方針に基づき、関係府省庁においては、以下のとおり事務を分

担し、相互に緊密な連携を取りつつ、一体的かつ効率的に自転車の活用の推進に

取り組むものとする。 

平成 29 年３月 17 日 

閣 議 決 定 
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（１） 国土交通省は、道路局において、関係府省庁間の必要な調整等を行うた

め、自転車活用推進本部を開催するなどしつつ、国土交通省設置法（平成

11年法律第100号）第４条第２項に基づき自転車の活用の推進に関して行

政各部の施策の統一を図るために必要となる企画及び立案並びに総合調

整（以下「総合調整等」という。）を行うとともに、関連する所掌事務に

当たることとする。また、他の部局においても、関連する所掌事務に当た

ることとする。上記のため、国土交通省組織令（平成12年政令第255号）

について、所要の改正を検討する。 

 

（２） 国土交通省以外の関係府省庁は、（１）の総合調整等に係る事務の実施

に際し、情報又は知見の提供その他の必要な協力を行うとともに、自転車

の活用の推進に関連する所掌事務に当たることとする。 
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平 成 2 9 年 ４ 月 2 5 日 

道 路 局 総 務 課 

環境安全課 

 

自転車活用推進本部の発足及び本部事務局の設置について 

 

平成 29 年５月１日に自転車活用推進法（平成 28 年法律第 113 号）が施行され、「自転車

活用推進本部」が発足します。 

また、同法の施行にあわせて、同本部の事務を処理するため、道路局に「自転車活用推

進本部事務局」を設置します。 

１．自転車活用推進本部及び本部事務局の設置について 

自転車活用推進法では、自転車の活用の推進に関する施策の総合的かつ計画的な推進など

を図るため、国土交通省に「自転車活用推進本部」（本部長：国土交通大臣、本部員：関係閣

僚）を置くこととされています。 

平成 29 年５月１日、同法が施行され、「自転車活用推進本部」が発足するとともに、道路局

に、同本部の事務を処理する「自転車活用推進本部事務局」を設置します。 

 

（事務局の体制） 

事務局長  （道路局長）   

事務局長代理（官房審議官（道路局担当）） 

事務局次長 （道路局参事官及び内閣府、警察庁、総務省、文科省、厚労省、経産省、環境

省課長級の併任者） 

  ほか 

 

２．「自転車活用推進本部事務局」看板掛けについて 

「自転車活用推進本部事務局」の設置に伴い、以下のとおり国土交通大臣が自転車活用推進   

本部事務局の看板掛けを行います。 

（日 時） 平成 29 年５月１日（月）13：15～ 

（場 所） 中央合同庁舎３号館１階 120 室前（事務局前） 

（取 材） 報道関係者に限り、カメラ撮りが可能です。ご希望の方は、４月 26 日（水）17  

時までに、会社名、氏名、取材人数、連絡先を、以下の登録先までメールにより

登録をお願いします。 

なお、当日は 13：00 までに、中央合同庁舎３号館１階エレベーターホールに             

お集まりください。 

【登録先】道路局総務課 関口 mail:sekiguchi-m28f@mlit.go.jp   

  

＜お問い合わせ先＞ 

道路局総 務 課 道路政策企画室長 清瀬（内線 37-151） 

道路局環境安全課 道路空間活用推進官 奥田（内線 38-103）    

代表：03-5253-8111  直通：03-5253-8476（総務課） 03-5253-8497（環境安全課） 

FAX：03-5253-1616  
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平成２９年４月２５日

大 臣 官 房 総 務 課

道 路 局 路 政 課

環境安全課

自転車活用推進法の施行日の決定及び関係政令の閣議決定について

第１９２回国会（臨時会）で成立した自転車活用推進法（平成２８年法律第１１３号）の施

行日を本年５月１日に決定するとともに、同法の施行を踏まえ、自転車活用推進本部令を制定

するほか、国土交通省組織令について所要の改正を行います。

１．概要

（１）自転車活用推進法の施行期日を定める政令 ［資料１］

自転車活用推進法（別紙参照）の施行期日を平成２９年５月１日とします。

（２）自転車活用推進本部令 ［資料２］

自転車活用推進本部長（国土交通大臣）が自転車活用推進本部の事務を総括するこ

ととする等、自転車活用推進本部の組織及び運営に関して必要な事項を定めます。

（３）国土交通省組織令の一部を改正する政令 ［資料３］

国土交通省組織令を以下のとおり改正します。

①道路局の所掌事務に、以下の２事務を追加

・自転車活用推進計画の作成及び推進に関する事務

・自転車の活用の推進に係る総合調整事務

②道路局に①の事務を担う「参事官」を設置

③その他所要の改正

２．スケジュール

公布日：平成２９年４月２８日（金）

施行日：平成２９年５月 １日（月）

問い合わせ先

（１）及び（２）について

道路局路 政 課 企 画 専 門 官 濱﨑 （内線37-332)

環境安全課 道路空間活用推進官 奥田 （内線38-103)

代表：03-5253-8111 直通：03-5253-8480（路政課）03-5253-8497（環境安全課）

FAX：03-5253-1616

（３）について

大臣官房総務課 法 規 第 二 係 長 村田 (内線21-467)

代表：03-5253-8111 直通：03-5253-8184 FAX ：03-5253-1523
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※ただし、甚大な被害を伴う災害や事故が発生した場合は、適宜緊急配分を実施します。 

平成 29 年度災害対策等緊急事業推進費について 

 

国土政策局広域地方政策課調整室 

 

災害対策等緊急事業推進費 

 ➢ 制度概要：自然災害により被災した地域又は重大な交通事故が発生した箇所等におい

て、年度内に緊急に行う再度災害の防止対策又は事故の再発防止対策に 

配分することができる予算です。 

 ➢ 予算（平成２９年度）：約１３４億円（国費ベース） 

 ➢ 配分先：国（直轄事業）、都道府県・市町村等（補助事業） 

 ➢ 配分時期：配分スケジュールは，下表のとおりです。 

表 平成 29 年度配分スケジュール 

  

 

 

 

 

 ➢ 国庫補助率：配分先事業の国庫負担率、国庫補助率によります。 

 ➢ 対象となる災害や事故 

① 災害：暴風，豪雨，豪雪，洪水，高潮，地震，津波，噴火，地すべり，山崩れ，      

崖崩れ，落雷，突風（竜巻），旋風，土地隆起，土地の沈降等により生じる災害が対

象です。 

② 事故：道路，鉄道，航路，港湾，航空路，空港といった公共交通を支える社会基盤

における，重大な事故が対象です。 

➢ 推進費のポイント 

① 推進費が配分された事業所管部局により、再度災害の防止対策等を実施します。 

② 災害復旧事業に合わせて、公共土木施設の防災機能の強化・向上を行う対策が可能

です。 

③ 地域は被災したものの、公共土木施設に被害・損傷がない場合の対策が可能です。 

④ 災害復旧事業の対象とならない自然災害により被災した場合の対策が可能です。 

⑤ 死傷者を伴い社会的影響の大きい事故への対策が可能です。 

⑥ 全国的な緊急点検の起因となった想定外の事故への対策が可能です。 

⑦ 幅広い事業分野に配分することが可能です。 

【添付資料】 

・ご案内（パンフレット）、配分実績、主な実施事例 

区 分 募集期間（予定） 配分時期（予定） 

第1回 4月3日～5月8日 6月下旬 

第2回 5月9日～7月下旬 9月中旬 

第3回 8月上旬～10月上旬 11月中旬 
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災害対策等
緊急事業推進費
のご案内

平成29年度版

国土交通省 国土政策局

広域地方政策課 調整室
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災害対策等緊急事業推進費とは

自然災害により被災した地域や重大な交通事故が発生した場所などで、

地域住民や利用者の安全・安心を確保するために、年度内に緊急に行う

再度災害防止対策（災害対策）や 事故の再発防止対策（公共交通安全対

策）に配分することができる予算です。

【予 算】 平成29年度 134.38億円（国費ベース）

【実施主体】 国（直轄事業）、都道府県・市区町村等（補助事業）

【配分時期】

※ 上記の他、甚大な被害を伴う災害や事故が発生した場合は、適宜緊急配分を検討

※ 気象条件や用地交渉等やむを得ない事情が発生した場合は明許繰越も可能

区 分 募集期間（予定） 配分時期（予定）

第１回 4月3日 ～ 5月8日 6月下旬

第２回 5月9日～7月下旬 9月中旬

第３回 8月上旬～10月上旬 11月中旬

① 災害復旧事業に合わせて、

公共土木施設の防災機能

の強化･向上を行う対策

特徴1：災害復旧事業では対応しきれない場合の対策が可能です。

被災した護岸を災害復旧事業に

よる原形復旧に合わせて、推進費

により嵩上げを実施。

災害対策

③ 災害復旧事業の対象と

ならない自然災害により

被災した場合の対策

② 地域は被災したものの、

公共土木施設に被害・損

傷がない場合の対策

越水

越水・浸水したものの
土木施設に損傷なし

河道拡幅

堤防の被害・損傷はなかったが、越

水による家屋浸水被害が発生したため、

推進費により河道拡幅を実施。

災害復旧事業の対象とならない風化・

劣化による崖崩れで通行止めが発生した

ため、推進費により法面対策を実施。

対策後

被災後

護
岸

災害復旧事業
で原形復旧

推進費で嵩上げ

対策後

被災後

対策後

被災後
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海岸保全事業（水産庁所管）の事例

＜被害＞
冬期風浪に伴う高波により

護岸が倒壊し、背後集落に死
傷者や家屋損壊が発生。

＜対策＞
護岸の嵩上げや集落沿いに

護岸を設置。

被害状況 対策後

工業用水道事業（経産省所管）の事例

＜被害＞
台風豪雨で川底が洗掘され、

工業用水道管が露出・流出の
危険があり取水停止を実施。

工業用水道管

根固め袋設置

土砂投入

対策後

工業用水道管

洪水によって洗掘
工業用水道管の流出の危険性

被災時

工業用水道管（土中埋設）

川底

被災前

＜対策＞
管埋設上部を根固め袋によ

る補強を実施。

国土交通省（河川、地すべり、砂防、海岸、道路、港湾、空港、下水道、公園、都市防災、

公営住宅、鉄道、航路標識等）

農林水産省（農業農村整備、海岸、地すべり、治山、森林、漁港、水産基盤等）

厚生労働省（水道施設、水資源開発）

経済産業省（工業用水道）

特徴３：幅広い事業分野（直轄及び補助）に配分することが可能です。

港湾事業の事例

＜被害＞

発達した低気圧に伴う高

波浪により、導流堤基礎部

が洗掘され倒壊。

＜対策＞

災害復旧事業による原形復

旧に合わせて、石かごによる

補強を実施。

洗掘状況 対策後

治山事業（林野庁所管）の事例

＜被害＞

地震に伴う大規模地すべ

りにより斜面が崩壊し河川

閉塞が発生。

＜対策＞

アンカー工による地すべり

対策を実施。

地すべり状況 対策後

公共交通安全対策

特徴２：交通インフラにおける重大事故への対策が可能です。

転落場所

事故発生後

① 死傷者を伴い社会的影響の大きい事故へ

対策

② 全国的な緊急点検の起因となった想定外

の事故への対策

対策後 事故発生後 対策後

下りが連続する国道で速度超過により発生した死亡事故

を受けて、危険箇所に道路情報提供装置を設置。

複数の空港において発生した人及び車両の不法侵入を

受けて、全国点検の結果、14空港で鋼管製車止め及び

フェンスのメッシュ化を実施。
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＜参考＞主な実施事業と国庫補助率等
国庫補助率は各府省で定められた対象事業の規定に従います。

（本予算による特別な優遇措置はありません。）

※ 対象事業の詳細は「災害対策等緊急事業推進費取扱要領」別表１及び別表２に記載（ホームページ参照）

事業分野 主な実施事業
参考

（内地の補助率・
負担率）

河川

道路
港湾
都市

農業農村整備
治山

水産基盤

河川改修事業、流域治水対策事業、急傾斜地崩壊対策事業、
河川激甚災害対策特別緊急事業、河川災害復旧等関連緊急事業
道路更新防災等対策事業
港湾改修事業
都市公園災害対策事業、都市防災推進事業
農業農村整備事業
治山事業
水産基盤整備事業

１／２
（補助）

河川
港湾

河川改修事業
港湾改修事業

２／３
（直轄）

航路標識
治山

航路標識整備事業
国有林野内治山事業

10／10
（直轄）

配分の流れ

⑤

対
策
の
実
施

事
業
主
体
（
地
方
公
共
団
体
等
）

各
省
の
事
業
担
当
部
局

各
省
の
事
業
担
当
部
局

②推進費の要求

国
土
政
策
局

国
土
政
策
局

※特別会計に係る
事業予算の場合は
閣議決定が必要

※

事
業
計
画
書
の
作
成

各
省
の
事
業
担
当
部
局

財
務
省

国
土
政
策
局

③ 実施計画協議

※

事
業
計
画
の
調
整

④ 推進費の配分

事
業
主
体
（
地
方
公
共
団
体
等
）

内示・承認

※所要日数
約２週間

※所要日数
約２週間

※所要日数
約２週間

①

自
然
災
害
・
事
故
の
発
生

○ 制度の活用を検討するにあたり、ご不明な点等ございましたら､下記の
担当までご相談ください。

国土交通省 国土政策局 広域地方政策課 調整室
〒100-8918 東京都千代田区霞ヶ関2丁目1番2号中央合同庁舎2号館12階
TEL：03-5253-8360 （直通）

FAX：03-5253-1572

※国土交通省ホームページにも情報を掲載しています。

（ ホーム >> 政策・仕事 >> 国土政策 >> 災害対策等緊急事業推進費 ）
http://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/kokudokeikaku_tk4_000002.html

《平成29年度予算版》
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これまでの配分実績（H17～H28)

配分実績は、次のとおりです。

（国費ベース、単位：百万円）

年 度 予 算 額
配 分 実 績

備考
（予算を配分
した割合）災害対策

公共交通
安全対策

17 20,000 19,313 （115） 19,313 （115） 97%

18 25,000 24,996 （141） 22,186 （113） 2,810 （28） 100％

19 25,000 13,978 （99） 13,238 （86） 740 （13） 56％

20 25,000 10,713 （38） 10,104 （33） 609 （5） 43％

21 15,000 3,462 （12） 3,462 （12） 0 （0） 23％

22 30,000 3,038 （29） 2,203 （27） 835 （2） 10％

23 27,028 10,541 （97） 10,319 （96） 222 （1） 39％

24 21,300 18,730 （84） 18,730 （84） 0 （0） 88％

25 17,900 3,287 （30） 3,287 （30） 0 （0） 18％

26 17,811 6,444 （40） 6,444 （40） 0 （0） 36％

27 16,832 10,727 （35） 10,681 （34） 46 （1） 64％

28 14,813 10,186 （24） 10,186 （24） 0 （0） 69％

合 計 255,684 135,414 （744） 130,152 （694） 5,262 （50） 53％

※（ ）は配分件数
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年度 主な実施事例

H17

H18

H19

H20

H21

H22

H23

H24

H25

H26

H27

H28

岩手・宮城内陸地震

○ 岩手県内陸南部でマグニチュード7.2の地震（死者17人）
○ 当該災害への推進費の配分 3件 60億円配分

台風9号

○ 関東地方などで大雨、暴風（死者1人）
○ 当該災害への推進費の配分 21件 22億円配分

7/4からの梅雨前線による大雨

○ 西日本、北陸、長野県などで記録的な豪雨（死者28人）
○ 当該災害への推進費の配分 39件 96億円配分

浸水被害状況
（鹿児島県薩摩川内市）

中国・九州北部豪雨

○ 中国地方と九州北部で記録的な豪雨（死者35人）
○ 当該災害への推進費の配分 5件 13億円配分

浸水被災状況
（山口県山口市）

梅雨前線による大雨

○ 九州から東北地方にかけて広い範囲で大雨 （死者16人）
○ 当該災害への推進費の配分 10件 7億円配分

東日本大震災

○ 東北地方太平洋沖でマグニチュード9.0の地震
（死者･行方不明者18,600人超）

○ 当該災害への推進費の配分 23件 19億円配分

○九州北部等で記録的な豪雨（死者30人、行方不明者2人）
○当該災害への推進費の配分 12件 52億円配分

梅雨前線による豪雨

道路の冠水状況（岐阜県可児市）

被災状況（黒川）
被害状況（白川）

台風18号及び前線による豪雨

○四国から北海道にかけて広い範囲で大雨
（死者6名、行方不明者2名）

○当該災害への推進費の配分 10件 7億円配分

台風12号,11号と前線による大雨と暴風

○四国を中心に広い範囲で大雨 （死者6名）
○当該災害への推進費の配分 9件 9億円配分

道路被災状況
（神奈川県大磯町）

山腹崩壊被災状況
（岩手県一関市）

豪雨に伴う浸水の状況（熊本県熊本市、阿蘇市）

豪雨に伴う浸水の状況
（京都府福知山市）

地震に伴う津波の状況
（青森県おいらせ町）

○関東・東北で記録的な豪雨（死者8名)
○当該災害への推進費の配分 16件 88億円配分

浸水被災状況
（高知県いの町）

台風18号による関東・東北豪雨

台風10号等による大雨

○東日本から北日本を中心に大雨・暴風。
特に北海道と岩手で記録的な大雨。
（死者22名、行方不明者6名）

○当該災害への推進費の配分 9件 85億円配分

台風14号

○ 九州と四国地方の各地で記録的な豪雨（死者27人）
○ 当該災害への推進費の配分 41件 148億円配分

道路被災状況
（大分県大分市）

浸水被災状況
（茨城県下妻市）

浸水被災状況
（北海道納内町）

被害時水位

被災状況（由良川）

被災状況（宇治川）

溢水箇所
被災状況（鬼怒川）

被災状況（石狩川）
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災害対策等緊急事業推進費の主な実施事例 

 

 

自然現象により災害を受けた地域等又は社会的に影響のある公共交通に係わ

る重大な事故が発生した箇所等における対策の主な実施事例。 

 

 

① 豪雨：河川改修事業（岩手県） 

② 高潮：海岸保全施設整備事業（北海道根室市） 

③ 崖崩れ：道路更新防災等対策事業（徳島県美馬市） 

④ 崖崩れ：都市公園災害対策事業（愛媛県） 

⑤ 車両水没：交通安全施設等整備事業（栃木県鹿沼市） 

⑥ 速度超過：交通安全施設等整備事業（和歌山県） 

               ※（ ）は事業主体  
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○豪雨により被害を受けた地域における対策。
○堤防洗掘箇所は災害復旧事業で、河道掘削等は推進費で対応。

県道

H.W.L. 14.401m

築堤工

河道掘削工

4.4m

62.6m
標準断面図（A-A）

： 浸水範囲

凡例

②浸水状況（痕跡）

被災水位

①浸水状況

浸水範囲

施行箇所
青森県

宮城県

葛巻町

軽米町

九戸村

久慈市

洋野町

野田村

普代村

田野畑村

二戸市

一戸町

岩手町

八幡平市

盛岡市
滝沢市

雫石町

矢巾町

紫波町

宮古市

山田町

大槌町

釜石市

西和賀町

北上市

花巻市

遠野市

金ヶ崎町

奥州市
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推進費施行区間L=3,800m

掘削工L=3,800m

②①

長沢川

宮古市
花輪地先

宮古市
松山地先

築堤工L=1,230m築堤工L=990m

河道掘削工 V=110,000㎥
築堤工 V=10,800㎥

災害復旧区間
L=28.9m

災害復旧区間
L=74.0m

ヘ イ カワ ナガサワガワ

凡 例

赤 推進費施行箇所（当年度施行）

緑 災害復旧・関連（当年度施行）

黒 施行完了箇所

位置図

平面図

平成28年８月台風10号の豪雨で、閉伊川水系長沢川からの越水により、床上
114戸、床下14戸の家屋浸水被害及び69haの浸水被害が発生した。

災害復旧事業による原形復旧に合わせて、推進費を活用し、緊急に河道掘削
等を行うことで、河川の流下能力を向上させ、再度災害防止を図り、地域住民の
安全・安心を確保する。

岩手県

岩手県宮古市花輪地先

事 業 名

施 行 地

事 業 主 体

事 業 費

内 容

国 費980（百万円） 490（百万円）

【事例①】

河川改修事業（閉伊川水系長沢川）

ミヤコシ ハナワ
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○高潮により被害を受けた地域における対策。
○公共土木施設に被害はなかったが、防潮堤整備を推進費で対応。

②

平成27年10月
高潮浸水範囲

A=4ha

①

推進費事業計画区間 L=335m
基礎工、胸壁工 L=335m

当初実施箇所
基礎工、胸壁工 L=95m

平成28年１月19日に最大風速22.1m/秒の強風に伴う高潮により、根室市弥生

町地区で家屋の一部破損66件、床上87件、床下10件の家屋浸水等被害及び163

隻の漁船破損が発生した。

公共土木施設に被害はなかったが、推進費を活用し、緊急に防潮堤を整備する

ことで、再度災害防止を図り、地域住民の安全・安心を確保する。

根室市

北海道根室市弥生町地先

事 業 名

施 行 地

事 業 主 体

事 業 費

内 容

国 費475 （百万円） 261.25（百万円）

【事例②】

海岸保全施設整備事業（根室港海岸弥生町地区）
ネ ム ロ コ ウ カ イ ガ ン ヤ ヨ イ チ ョ ウ チ ク

ネ ム ロ シ ヤ ヨ イ チ ョ ウ

至 国道358号

至 芦川支所

施行箇所

0 1 2km

H26.12 既往最高潮位 T.P.+2.03m

断面図
L型ブロック式

海側 陸側

高さはＴ.Ｐ.表示

H27.10 最高潮位 T.P.+1.67m

凡 例

赤 推進費施行箇所（当年度施行）

青 当初実施箇所（当年度施行）

黒 既設海岸保全施設

施行箇所

位置図

緑町交差点弥生町物揚場

平面図
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①

②

アンカー工

杭工

 

1210

1200

1190

1180

1150

1140

1130

1120

N=20本

N=20本

落石防護網工
A=1000㎡

モルタル吹付工
A=2200㎡

Ａ

Ａ'

擁壁工
L=40m

被災延長 L=40ｍ

至

三
好
市

市道木屋平
152号線

（カーテンネット）

平面図

至 三好市
至 中尾山

②

至 国道358号

①

至

中
尾
山

至 三好市

平成28年３月10日の崖崩れにより、市道木屋平152号線で全面通行止めが発

生した。人的被害はなかったものの、迂回により地域の生活と経済に深刻な影響

をあたえている。

災害復旧事業の要件に該当しないことから、推進費を活用し、緊急に法面対策

を行うことで、再度災害防止を図り、通行者等の安全・安心を確保する。

美馬市

徳島県美馬市木屋平字川上地先

事 業 名

施 行 地

事 業 主 体

事 業 費

内 容

国 費122（百万円） 61（百万円）

【事例③】

道路更新防災等対策事業（市道木屋平１５２号線）
コヤダイラ

ミ マ シ コヤダイラ アザ カワカミ

位置図

施行箇所

美馬市木屋平総合支所

一般国道438号

県道中野木屋平線

市道
木屋平152号線

見の越・剣山登山リフト

中尾山高原平成荘
グラススキー場

剣山・剣山頂上ヒュッテ

集落

集落

広域図

断面図

60m

60m

推定岩盤線

落石防護網工
（カーテンネット）
A=1000m2

擁壁工
L=40m

アンカー工
N=20本

杭工
N=20本

崩壊前地形
凡 例

赤
推進費施行箇所
（当年度施行）

施行箇所

美
馬
市

徳島県

○崖崩れにより被害を受けた地域における対策。
○災害復旧事業の要件に該当しないことから、法面対策を推進費で対応。

66



②がけ崩れ状況

施行箇所

愛媛県

平成26年３月13日に崖崩れが発生し、倉庫１棟倒壊及び民家脇の畑に被害が

発生した。崖崩れ周辺斜面において多くの亀裂が確認されたことから、今後の降

雨等により更なる崖崩れを起こす可能性が極めて高い。

公共土木施設に被害は無かったが、推進費を活用し、緊急に法面対策を行うこ

とで、再度災害防止を図り、地域住民等の安全・安心を確保する。

愛媛県

愛媛県宇和島市津島町近家乙

事 業 名

施 行 地

事 業 主 体

事 業 費

内 容

国 費６（百万円） ３（百万円）

【事例④】

都市公園災害対策事業（第１号南予レクリエーション都市公園）
ナンヨ

ウ ワ ジ マ シ ツシママチ チカイエ オツ

全体施工延長 L=36m
吹付枠工 A=360㎡

横断位置

推進費施行箇所
施工延長L=18m
吹付枠工 A=180㎡

県単施工箇所
施工延長 L=6m
吹付枠工 A=60㎡

②
①

県単施工箇所
施工延長 L=12m
吹付枠工 A=120㎡

横断図

吹付枠工
SL=10m（平均）

位置図 平面図 凡 例

赤 推進費施行箇所（当年度施行）

青 当初実施箇所（当年度施行）

施工完了

①がけ崩れ状況

○崖崩れにより被害を受けた地域における対策。
○公共土木施設に被害はなかったが、法面対策を推進費で対応。
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平成20年8月16日に鹿沼市周辺を襲った集中豪雨（最大時間雨量85mm)により、

市道００１７号線東北自動車道アンダーパス部において急激に路面が冠水し、進

入した軽自動車が水没して運転手が死亡する事故が発生。

このことから、当該箇所において、緊急的に道路情報提供装置、電光掲示板、

道路照明を整備することにより、ドライバーへ的確・確実な情報提供を行い、同

様な事故の再発防止を図る。

鹿沼市

栃木県鹿沼市茂呂

事 業 名

施 行 地

事 業 主 体

事 業 費

内 容

国 費275（百万円） 137.5（百万円）

【事例⑤】

交通安全施設等整備事業 市道００１７号線

カヌマシ モロ

凡 例

赤
推進費施行箇所
（当年度施行）

カヌマシ

断面図

平面図

位置図 冠水状況

施行箇所

○車両水没事故が発生した箇所における事故再発防止対策。
○冠水箇所への進入防止対策として、道路情報提供装置等の整備を推進費で対応。
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転落場所

転落場所

● 施行箇所

位置図

平面図

平成22年４月19日に、国道424号の修理川地区で、速度超過が原因でタンク

ローリーが橋梁から谷間に転落し、運転手が死亡する事故が発生した。

事故周辺箇所は下り勾配が連続する坂道であり速度超過に陥りやすく、路面

凹凸鋪装による構造的対策が行われていたにもかかわらず発生したことから、

緊急に道路情報提供装置を整備することにより、ドライバーの減速意識を高め、

事故の再発を防止する。

和歌山県

和歌山県有田郡有田川町修理川

事 業 名

施 行 地

事 業 主 体

事 業 費

内 容

国 費80（百万円） 40（百万円）

【事例⑥】

交通安全施設等整備事業（一般国道４２４号修理川地区）

アリタグン アリタガワチョウ スリガワ

凡 例

赤 推進費施行箇所（当年度施行）

スリガワ

事故現場状況写真

タンクローリー転落状況構造図

設置後

○速度超過による車両転落事故が発生した箇所における事故再発防止対策。
○速度超過防止対策として、道路情報提供装置の整備を推進費で対応。
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平成 29 年度官民連携による地域活性化のための基盤整備推進支援事業について 

 

国土政策局広域地方政策課調整室 

 

１．制度の概要 

〇支援内容： 

民間事業活動と一体的に実施する国土交通省所管の基盤整備の事業化に向けた

検討経費を支援。 

①施設整備の内容に関する調査：（例）需要予測、概略設計等 

②施設の整備・運営手法に関する調査：（例）PPP/PFI 手法の選定、VFM 算定等 

 

〇配分先：地方公共団体 

 

〇補助率：１／２  

 

〇募集・配分時期：年３回の募集を予定。 

   

 

 

 

 

 

２．活用事例 

○道の駅、アクセス道路、駅前広場等の交通結節点、公園、港湾施設等の事業化検討 

 

３．29 年度の留意点 

29 年度採択にあたっては、①PPP/PFI 検討案件、②広域連携プロジェクト関連

等民間投資の誘発効果の高い調査案件を優先採択する方針。 

 

区分
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－ 官民連携による地域活性化のための基盤整備推進支援事業－

のご案内

官民連携基盤整備推進調査費

国土交通省 国土政策局 広域地方政策課 調整室

平成２９年度版
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官民連携基盤整備推進調査費とは

・予算額 ：平成２９年度予算 ３．２５億円（国費ベース）

・配分先 ： 地方公共団体（都道府県、特別区、市町村（一部事務組合及び広域連合を含む））

・補助率 ：１／２ （採択にあたって金額に下限値、上限値はありません）

・対象分野：国土交通省所管の基盤整備事業

（道路、海岸、河川、港湾、都市公園、鉄道、空港等の公共土木施設）

支援対象と内容
支援対象は、地方公共団体が民間の事業活動等と一体的に行うことにより、優れた効果の

発現や効率性が期待できる国土交通省所管の基盤整備事業について事業化に向けた検討を行
うための経費です。
具体的な支援内容は、①基盤整備にかかる課題の整理や機能検討、概略設計など施設整備

の内容に関する調査、②PPP/PFI導入可能性検討や具体的事業手法の選定など施設の整
備・運営手法に関する調査です。なお、②については、全ての募集案件についてPPP/PFI
導入検討の実施適否を確認した上で導入検討が実施可能なものについて調査を行うものです。

①施設整備の内容に関する調査
（例）基礎データ収集、需要予測、概略設計、整備効果検討等

②施設の整備・運営手法に関する調査
（例）PPP/PFI手法の選定、官民の業務分担、VFM算定等

経費の内容

※ 民間の例：企業、ＮＰＯ、学校法人、農業協同組合、商工会議所、財団法人等

調査委託費、測量設計費等（旅費、印刷製本費等の調査に伴う事務費は対象外）

官民の多様な主体の連携による自発的な地域づくりを通じて地域ポテンシャル
を引き出し、各地域の個性や強みを活かした特色ある成長を図るためには、民間
の投資効果が最大限に引き出されるよう、民間の設備投資等と一体的に基盤整備
を行う必要があります。
本事業は、民間の意思決定のタイミングに合わせ、機を逸することなく基盤整

備の構想段階から事業実施段階への円滑かつ速やかな移行を支援するための制度
です。

本調査費の実施期間は、原則単年度で繰越はできません。
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年３回の募集を予定しています。ただし、応募状況等によっては、２回目以降の募集を
行わない場合もあります。

■ 募集・配分スケジュール

■ 制度活用のイメージ

［民間活動］ ［基盤整備］

インフラ整備の実施（実施設計、工事実施）

PPP/PFI手続き（事業者選定、契約書作成等） 事
業
実
施

構
想
段
階

事業方針決定

事
業
化
検
討

効果発現

○ 官民協議を通じた地域活性化の構想

○ インフラ整備の課題

●民間による具体的な
事業活動
（ハードの設備投資・
ソフトの取組）

● 基盤整備の事業化検討

(例)・クルーズ船の寄港
・旅客ターミナルの整備
・商工会による免税店の設置
・旅行会社による観光ツアー
の企画販売

(例)クルーズ船誘致による観光振興

(例)大型クルーズ船の入港可能な岸壁整備

○ 民間の経済活動の活発化 ○ インフラストック効果の増大

○ 新たなビジネス機会を拡大し地域経済の好循環、公的負担の抑制

PPP/PFI導入の場合

本調査費で支援

連携

一体的に実施

① 施設整備の内容に関する調査

② 施設の整備・運営手法に関する
調査

• インフラ整備の事業計画決定に向けた議論や作業などが加速し、事業化の時期が早まった。
• 国の政策的支援という位置づけが加わることで、民間事業者等の関係者間の調整や合意形
成が円滑に行われ、地元まちづくりの気運が高まった。

• 民間事業者への詳細なヒアリングと調整による熟度の高い計画検討が可能となり、手戻り
なく円滑に事業化に移行できた。

■ 調査実施主体からの声

(例) ・需要予測
・港湾機能・配置検討
・岸壁・臨港道路の概略設計
・港湾緑地の整備・管理運営に
かかるPPP/PFI導入検討

区分 募集期間 配分時期

第１回 １月２６日～２月２８日 ４月２６日

第２回 ４月１８日～５月１９日 ７月上旬

第３回 ７月中旬～８月中旬 ９月下旬

平成29年度のスケジュール（予定）
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■ 平成29年度実施方針

≪予算の重点化≫

平成29年度は、民間の資金や創意工夫を活用したPPP/PFIを推進し、民間投資誘発効果
の高い事業やストック効果の高い社会資本への選択と集中を進めるため、以下の調査案件に
対する優先採択を行います。

◎ PPP/PFI導入検討調査
本格的な人口減少社会の中で、新たなビジネス機会の拡大、地域経済好循環の実現、

公的負担の抑制等を図るため、様々な分野の公共施設等の整備・運営に多様な
PPP/PFIの活用を推進する「PPP/PFI推進アクションプラン」が平成28年５月に策
定されました。また、アクションプランに基づくPPP/PFI手法導入優先的検討規程※

の策定が地方公共団体等において進められています。
平成29年度は、アクションプランの目標達成に向け、PPP/PFI導入検討調査を行

う案件を優先採択します。なお、PPP/PFI検討案件への配分目標は、全体件数の５割
とします。

◎ 広域連携プロジェクト関連等民間投資の誘発効果の高い調査
対流促進型国土の形成を目的とする国土形成計画（広域地方計画）が平成28年３

月に策定され、広域地方計画協議会等のもと、官民の幅広い主体が連携して具体の事
業を企画立案・推進し、広域的な地域戦略の実現を図る広域連携プロジェクトが進め
られています。
平成29年度は、広域連携プロジェクト関連等民間投資誘発効果の高い基盤整備の

事業化検討を優先採択します。

≪採択にあたっての確認事項≫

予算の重点化に関連して、平成29年度採択にあたっては、以下について確認します。

◎ PPP/PFI実施適否の確認
申請にあたっては、PPP/PFI実施適否の確認フローに基づき、PPP/PFI導入検討の

実施適否について確認をお願いします。PPP/PFI導入検討を本事業等で実施する案件
は優先採択され、PPP/PFI導入検討を行わない案件は民間資金の活用が期待できない
理由等の妥当性が認められる場合のみ採択可能となります。

■優先的検討規程を定めている場合
優先的検討規程の対象事業への該当及び簡易検討結果に基づき、PPP/PFI導入検討
の実施適否を確認ください。

■優先的検討規程の対象事業に該当しない場合又は規程を定めていない場合
当該地方公共団体における国土交通省所管公共施設にかかるPPP/PFI導入の類似実
績に基づき、PPP/PFI導入検討の実施適否を確認ください。可能な範囲で国及び他
の地方公共団体の類似実績についても確認をお願いします。

※ 「多様な PPP/PFI 手法導入を優先的に検討するための指針について（要請）」（内閣府総務省
平成27年12月17日）において、人口20万人以上の地方公共団体に対し当該指針を踏まえ平
成28年度末までに優先的検討規程を定めること、その他の地方公共団体においても同様の取組
を行うことが要請されています。
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 新たな全国計画（Ｈ27年８月閣議決定） を
踏まえ、全国８ブロックの広域地方計画協議
会における検討・協議を経て、概ね10年間の
国土づくりの戦略としての広域地方計画が
H28年３月に策定されました。

 広域地方計画の推進を目指し、一の都府県を
超える広域の見地から必要と認められる主要
な施策 （＝「広域連携プロジェクト」）
が位置付けられています。

（参考）新たな国土形成計画（広域地方計画）について

広域地方計画協議会

国の地方
支分部局の長

代表市町村の長
隣接する県等の長

経済団体等の長
・経済連合会
・商工会議所連合会 等

都府県知事
政令市市長

国土交通大臣 広域地方計画の決定・推進

省庁・自治体・官民の
枠を超えた連携の推進

国、地方公共団体、経済団体等で構成する

「広域地方計画協議会」において検討・推進

協
議
を
経
て

◎広域連携プロジェクトとの関連等の確認
広域連携プロジェクトとの関連については、当該調査がプロジェクトの全体構想や

各施策・事業とどのように関連し、プロジェクトの推進に寄与するものであるかにつ
いて確認します。
民間投資誘発効果については、基盤整備による効果が民間活動の新たな需要創出や

設備投資等ハード・ソフトの事業展開にどのように波及し、地域活性化に寄与するも
のであるかについて確認します。

理由を確認
（妥当性が認められる
場合は採択可能）

国
が
確
認

導入検討を
実施しない

実施主体の地方公共団体等
における類似実績の有無

※優先的検討規程を
策定した初年度等で
簡易検討未実施の場合

優先的検討規程策定済かつ
優先的検討の対象事業に該当

不適

導入検討を
実施する

適

優先採択

有り

優先採択

無し

簡易検討

理由を確認
（妥当性が認められる
場合は採択可能）

導入検討を
実施する

実
施
主
体
の
地
方
公
共
団
体
が
検
討

未実施

未策定対象外
または

策定済 対象
かつ

●PPP/PFI実施適否の確認フロー

または省略

導入検討を
実施しない
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国土交通省 国土政策局 広域地方政策課調整室

〒100-8918 東京都千代田区霞ヶ関2丁目1番2号 中央合同庁舎2号館12階

TEL:03-5253-8360（直通） FAX:03-5253-1572

（ ホーム http://www.mlit.go.jp/ >> 政策・仕事 >> 国土政策 >> 官民連携による地域活性化のための基盤整備推進支援事業）

http://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/kanminrenkei.html

国土交通省ホームページに詳しい情報を掲載しています。調査計画書の様式等をダウンロードできます。

■ お問い合わせ窓口

（各地方支分部局）
部署名 外線（内線）

北海道開発局 開発監理部 開発計画課 開発企画官
開発監理部 開発計画課 地域連携専門官

代表 011-709-2311
（内線 5462） （内線 5467）

東北地方整備局 企画部 環境調整官
企画部 企画課

代表 022-225-2171
（内線 3114）（内線3156、3236）

関東地方整備局 企画部 事業調整官
企画部 企画課

代表 048-601-3151
（内線 3116）（内線 3153、3181）

北陸地方整備局 企画部 事業調整官
企画部 広域計画課

代表 025-280-8880
（内線 3116）（内線 3211）

中部地方整備局 企画部 事業調整官
企画部 広域計画課

代表 052-953-8129
（内線 3116）（内線 3211、3212、3221）

近畿地方整備局 企画部 事業調整官
企画部 企画課

代表 06-6942-1141
（内線 3116）（内線 3156）

中国地方整備局 企画部 事業調整官
企画部 広域計画課

代表 082-221-9231
（内線 3116）（内線 3221）

四国地方整備局 企画部 事業調整官
企画部 広域計画課

代表 087-851-8061
（内線 3116)（内線 3211、3213、3231)

九州地方整備局 企画部 企画課 代表 092-471-6331（内線3181、3182)

沖縄総合事務局 開発建設部 建設行政課 代表 098-866-0031（内線 3166）

（本省担当）

■ 募集から調査実施までの流れ

①
調
査
の
立
案

実
施
主
体
（地
方
公
共
団
体
）

国
土
政
策
局

地
方
整
備
局
等

国
土
政
策
局

財

務

省

②募集期間内の応募 ③政府内協議 ⑤

調
査
の
実
施

⑥

完
了
実
績
の
報
告

※資料提出

※

事
前
調
整

※

実
施
計
画
協
議

※

承
認

実
施
主
体
（地
方
公
共
団
体
）

国
土
政
策
局

④交付手続き

※内定通知

※交付申請

※交付決定
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事
業
費

国
費

1
酒
田
港
を
拠
点
と
し
た
『
観
光
立
県
山
形
』
実
現

の
た
め
の
基
盤
整
備
調
査

山
形
県

山
形
県
酒
田
市

酒
田
港
に
お
い
て
、
大
型
ク
ル
ー
ズ
船
就
航
に
よ
る
地
域
活
性
化
を
目
的
と
し
、
官
民
が
連
携
し
て
実
施
し
て

い
る
ク
ル
ー
ズ
船
の
誘
致
活
動
や
民
間
事
業
者
の
受
入
体
制
強
化
等
の
取
組
と
合
わ
せ
て
、
大
型
ク
ル
ー
ズ

が
安
全
に
入
港
す
る
た
め
の
調
査
や
港
湾
設
備
の
概
略
設
計
等
を
行
う
。

2
6
,0
0
0

1
3
,0
0
0

2
姫
路
港
に
お
け
る
大
型
ク
ル
ー
ズ
船
受
入
機
能

強
化
基
盤
整
備
調
査

兵
庫
県

兵
庫
県
姫
路
市

姫
路
港
に
お
い
て
、
大
型
ク
ル
ー
ズ
船
寄
港
に
よ
る
地
域
活
性
化
を
目
的
と
し
、
官
民
が
連
携
し
て
実
施
し
て

い
る
ク
ル
ー
ズ
船
の
誘
致
活
動
や
民
間
事
業
者
の
受
入
体
制
強
化
等
の
取
組
と
合
わ
せ
て
、
大
型
ク
ル
ー
ズ

が
安
全
に
入
港
す
る
た
め
の
調
査
等
を
行
う
。

2
3
,4
5
0

1
1
,7
2
5

3
和
歌
山
下
津
港
(本
港
地
区
)に
お
け
る
観
光
振

興
及
び
地
域
活
性
化
の
た
め
の
基
盤
整
備
検
討

調
査

和
歌
山
市

和
歌
山
県
和
歌
山

市

和
歌
山
下
津
港
本
港
地
区
に
お
い
て
、
国
内
外
ク
ル
ー
ズ
船
の
寄
港
増
加
に
よ
る
観
光
振
興
や
地
域
活
性

化
を
目
的
と
し
、
道
の
駅
、
公
園
の
整
備
・
管
理
に
関
す
る
Ｐ
Ｐ
Ｐ
導
入
可
能
性
、
機
能
配
置
計
画
等
を
検
討
す

る
。

2
5
,0
0
0

1
2
,5
0
0

4
千
葉
港
千
葉
中
央
地
区
に
お
け
る
物
流
機
能
強

化
等
基
盤
整
備
検
討
調
査

千
葉
県

千
葉
県
千
葉
市

千
葉
港
千
葉
中
央
地
区
に
お
い
て
、
港
湾
の
生
産
性
向
上
、
地
域
活
性
化
を
目
的
と
し
、
ふ
頭
の
管
理
運
営

等
に
関
す
る
Ｐ
Ｐ
Ｐ
/
Ｐ
Ｆ
Ｉ導
入
可
能
性
や
船
舶
や
貨
物
の
需
要
推
計
、
倉
庫
等
の
物
流
施
設
の
配
置
等
を
検

討
す
る
。

2
5
,0
0
0

1
2
,5
0
0

5
三
河
港
蒲
郡
地
区
に
お
け
る
物
流
機
能
強
化
と

ク
ル
ー
ズ
船
誘
致
強
化
基
盤
整
備
検
討
調
査

愛
知
県

愛
知
県
蒲
郡
市

三
河
港
蒲
郡
地
区
に
お
い
て
、
物
流
機
能
強
化
と
大
型
ク
ル
ー
ズ
船
就
航
に
よ
る
地
域
活
性
化
を
目
的
と
し
、

背
後
企
業
の
施
設
増
強
や
観
光
会
社
の
取
組
と
合
わ
せ
て
、
蒲
郡
地
区
の
物
流
動
向
調
査
や
港
湾
施
設
の

概
略
検
討
を
行
う
。

3
5
,0
0
0

1
7
,5
0
0

6
伊
勢
原
駅
北
口
周
辺
地
区
に
お
け
る
基
盤
整
備

検
討
調
査

伊
勢
原
市

神
奈
川
県
伊
勢
原

市

伊
勢
原
駅
北
口
周
辺
地
区
に
お
い
て
、
タ
ー
ミ
ナ
ル
機
能
の
充
実
や
観
光
の
玄
関
口
と
し
て
の
活
性
化
を
図
る

こ
と
を
目
的
と
し
、
バ
ス
の
増
便
や
民
間
事
業
者
の
開
発
計
画
を
踏
ま
え
、
ア
ク
セ
ス
道
路
整
備
や
駅
前
広
場

整
備
の
検
討
を
行
う
。

1
5
,0
0
0

7
,5
0
0

7
大
和
市
中
央
林
間
駅
周
辺
に
お
け
る
地
域
活
性

化
に
関
す
る
調
査

大
和
市

神
奈
川
県
大
和
市

大
和
市
中
央
林
間
駅
周
辺
に
お
い
て
、
都
市
機
能
の
拡
充
と
に
ぎ
わ
い
の
創
出
を
目
的
と
し
、
バ
ス
の
増
便
や

民
間
事
業
者
の
開
発
計
画
を
踏
ま
え
、
地
域
交
流
施
設
や
駅
前
広
場
整
備
に
関
す
る
概
略
設
計
等
を
行
う
。

1
1
,7
0
0

5
,8
5
0

8
名
古
屋
駅
に
お
け
る
圏
域
交
流
機
能
検
討
調
査

名
古
屋
市

愛
知
県
名
古
屋
市

名
古
屋
駅
周
辺
に
お
い
て
、
圏
域
交
流
機
能
の
強
化
を
目
的
と
し
、
民
間
事
業
者
に
よ
る
地
域
ブ
ラ
ン
ド
を
発

信
で
き
る
商
業
施
設
の
設
置
等
と
合
わ
せ
て
、
東
西
通
路
の
整
備
計
画
検
討
、
Ｐ
Ｐ
Ｐ
に
よ
る
公
共
空
間
の
管

理
手
法
等
の
検
討
を
行
う
。

1
0
,8
8
8

5
,4
4
4

9
草
津
駅
、
南
草
津
駅
周
辺
に
お
け
る
公
共
交
通

改
善
の
た
め
の
基
盤
整
備
検
討
調
査

草
津
市

滋
賀
県
草
津
市

草
津
駅
、
南
草
津
駅
周
辺
に
お
い
て
、
公
共
交
通
の
利
便
性
向
上
と
利
用
環
境
の
整
備
を
推
進
す
る
こ
と
を

目
的
と
し
、
バ
ス
の
増
便
や
民
間
事
業
者
の
開
発
計
画
を
踏
ま
え
、
草
津
駅
、
南
草
津
駅
周
辺
の
現
況
調
査

や
概
略
設
計
等
を
行
う
。

1
2
,9
5
0

6
,4
7
5

1
0
八
日
市
駅
周
辺
地
区
で
の
地
域
活
性
化
の
た
め

の
基
盤
整
備
検
討
調
査

東
近
江
市

滋
賀
県
東
近
江
市

八
日
市
駅
周
辺
地
区
に
お
い
て
、
中
心
市
街
地
の
活
性
化
を
目
的
と
し
、
民
間
事
業
者
に
よ
る
観
光
交
流
施

設
や
商
業
施
設
等
の
開
発
を
踏
ま
え
て
、
周
辺
地
域
か
ら
の
観
光
需
要
の
調
査
や
、
道
路
・
歩
行
者
空
間
整

備
に
関
す
る
整
備
効
果
の
検
討
を
行
う
。

1
5
,0
0
0

7
,5
0
0

1
1
三
重
町
駅
周
辺
に
お
け
る
地
域
活
性
化
の
た
め

の
基
本
計
画
等
検
討
調
査

豊
後
大
野
市

大
分
県
豊
後
大
野

市

三
重
町
駅
周
辺
に
お
い
て
、
地
域
の
活
力
・
経
済
の
活
性
化
を
目
的
と
し
、
駅
舎
の
改
修
等
と
合
わ
せ
て
、
自

由
通
路
の
Ｐ
Ｐ
Ｐ
/
Ｐ
Ｆ
Ｉの
導
入
可
能
性
検
討
、
駅
前
広
場
や
周
辺
道
路
整
備
の
基
本
計
画
の
検
討
等
を
行

う
。

1
9
,9
8
0

9
,9
9
0

1
2
隼
人
駅
東
地
区
に
お
け
る
地
域
活
性
化
の
た
め

の
基
盤
整
備
検
討
調
査

霧
島
市

鹿
児
島
県
霧
島
市

隼
人
駅
東
地
区
に
お
い
て
、
都
市
機
能
の
集
積
や
地
域
住
民
の
利
便
性
の
向
上
、
交
流
人
口
の
拡
大
を
目

的
と
し
、
民
間
事
業
者
に
よ
る
商
業
施
設
の
開
発
計
画
等
を
踏
ま
え
て
、
駅
自
由
通
路
及
び
駅
前
広
場
の
概

略
設
計
、
基
本
計
画
の
検
討
等
を
行
う
。

1
5
,0
0
0
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1
3
つ
く
ば
市
地
域
の
公
共
交
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
に
お
け

る
交
通
拠
点
整
備
に
関
す
る
調
査

つ
く
ば
市

茨
城
県
つ
く
ば
市

つ
く
ば
市
地
域
に
お
い
て
、
よ
り
利
便
性
の
高
い
公
共
交
通
網
の
形
成
を
目
的
と
し
、
民
間
事
業
者
に
よ
る
交
通

系
ＩＣ
カ
ー
ド
料
金
収
受
シ
ス
テ
ム
や
バ
ス
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
シ
ス
テ
ム
の
導
入
と
合
わ
せ
て
、
交
通
ビ
ッ
ク
デ
ー
タ
を

用
い
た
利
用
動
態
の
分
析
や
交
通
拠
点
の
概
略
検
討
を
行
う
。

2
0
,0
0
0

1
0
,0
0
0

1
4
新
た
な
道
の
駅
整
備
に
お
け
る
民
間
活
力
活
用

の
た
め
の
検
討
調
査

前
橋
市

群
馬
県
前
橋
市

前
橋
市
に
お
い
て
、
道
の
駅
の
整
備
に
よ
る
交
流
人
口
の
増
加
や
防
災
復
旧
拠
点
の
形
成
を
目
的
と
し
、
Ｐ
Ｐ

Ｐ
／
Ｐ
Ｆ
Ｉの
導
入
可
能
性
の
検
討
や
関
連
基
盤
整
備
の
概
略
設
計
を
行
う
。

1
5
,0
0
0

7
,5
0
0

1
5
三
郷
市
南
部
地
域
の
地
域
拠
点
形
成
に
向
け
た

基
本
計
画
検
討
調
査

三
郷
市

埼
玉
県
三
郷
市

三
郷
市
南
部
地
域
に
お
い
て
、
地
元
の
産
業
振
興
を
支
え
防
災
機
能
を
備
え
た
地
域
拠
点
の
形
成
を
目
的
と

し
、
防
災
拠
点
と
し
て
の
機
能
を
考
慮
し
た
公
共
施
設
・
民
間
施
設
の
配
置
検
討
や
公
共
部
分
の
Ｐ
Ｐ
Ｐ
/
Ｐ
Ｆ
Ｉ

の
導
入
可
能
性
検
討
等
を
行
う
。

1
0
,1
0
0

5
,0
5
0

1
6
千
葉
市
西
銀
座
地
域
に
お
け
る
地
域
活
性
化
の

た
め
の
検
討
調
査

千
葉
市

千
葉
県
千
葉
市

千
葉
市
西
銀
座
地
域
に
お
い
て
、
商
業
・
業
務
機
能
の
集
積
に
よ
る
賑
わ
い
の
創
出
を
目
的
と
し
、
民
間
事
業

者
に
よ
る
当
該
地
区
の
再
開
発
を
踏
ま
え
て
、
街
区
内
の
道
路
・
駐
車
場
等
の
配
置
検
討
・
事
業
計
画
の
立

案
等
を
行
う
。

8
,0
0
0

4
,0
0
0

1
7
大
磯
港
賑
わ
い
交
流
施
設
整
備
に
関
す
る
検
討

業
務

大
磯
町

神
奈
川
県
大
磯
町

大
磯
港
に
お
い
て
、
観
光
客
の
増
加
や
更
な
る
民
間
投
資
の
誘
発
を
目
的
と
し
、
地
域
交
流
施
設
の
整
備
・
運

営
に
係
る
Ｐ
Ｐ
Ｐ
/
Ｐ
Ｆ
Ｉの
導
入
可
能
性
検
討
や
広
場
・
臨
港
道
路
等
の
基
盤
整
備
の
検
討
を
行
う
。

6
,0
0
0

3
,0
0
0

1
8
相
模
総
合
補
給
廠
一
部
返
還
地
開
発
の
た
め
の

基
盤
整
備
検
討
調
査

相
模
原
市

神
奈
川
県
相
模
原

市

相
模
総
合
補
給
廠
一
部
返
還
地
に
お
い
て
、
都
市
機
能
等
の
集
積
に
よ
る
地
域
の
拠
点
性
・
利
便
性
の
向
上

等
を
目
的
と
し
、
民
間
事
業
者
に
よ
る
商
業
施
設
等
の
建
設
や
複
数
の
建
物
で
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
融
通
し
あ
う
新

シ
ス
テ
ム
の
導
入
等
を
踏
ま
え
、
駅
前
広
場
や
街
区
内
道
路
の
概
略
設
計
等
を
検
討
す
る
。

2
0
,0
0
0

1
0
,0
0
0

1
9
豊
橋
市
に
お
け
る
大
規
模
工
場
跡
地
周
辺
整
備

と
地
域
活
性
化
に
関
す
る
調
査

豊
橋
市

愛
知
県
豊
橋
市

豊
橋
市
に
お
い
て
、
大
規
模
工
場
跡
地
周
辺
整
備
に
よ
る
地
域
拠
点
と
し
て
の
ま
ち
づ
く
り
や
地
域
活
性
化
を

目
的
と
し
、
民
間
事
業
者
に
よ
る
開
発
区
域
内
の
道
路
整
備
、
商
業
・
業
務
施
設
の
建
設
と
合
わ
せ
て
、
交
通

動
態
変
化
の
推
計
や
交
差
点
や
道
路
、
歩
行
者
動
線
改
善
の
検
討
等
を
行
う
。

8
,0
0
0

4
,0
0
0

2
0
大
津
市
滋
賀
学
区
に
お
け
る
地
域
活
性
化
に
関

す
る
調
査

大
津
市

滋
賀
県
大
津
市

大
津
び
わ
こ
競
輪
場
跡
地
に
お
い
て
、
地
域
活
力
の
創
出
と
効
率
的
な
イ
ン
フ
ラ
運
営
等
を
目
的
と
し
、
地
域

交
流
施
設
の
Ｐ
Ｐ
Ｐ
/
Ｐ
Ｆ
Ｉの
導
入
可
能
性
検
討
や
多
目
的
広
場
等
の
基
盤
整
備
計
画
の
検
討
を
行
う
。

1
5
,3
7
0

7
,6
8
5

2
1
旧
石
垣
空
港
跡
地
に
お
け
る
地
域
活
性
化
の
た

め
の
基
盤
整
備
検
討
調
査

石
垣
市

沖
縄
県
石
垣
市

旧
石
垣
空
港
跡
地
に
お
い
て
、
土
地
の
円
滑
な
民
間
活
用
や
防
災
機
能
の
向
上
を
目
的
と
し
、
民
間
の
医
療

施
設
の
開
業
等
と
合
わ
せ
て
、
土
地
利
用
計
画
や
公
園
、
道
路
整
備
の
概
略
設
計
を
行
う
。

1
8
,0
0
0

9
,0
0
0

2
2
た
め
池
を
活
用
し
た
治
水
安
全
度
向
上
の
た
め

の
基
盤
整
備
検
討
調
査

大
阪
府

大
阪
府
茨
木
市

大
阪
府
茨
木
市
に
お
い
て
、
た
め
池
を
活
用
し
た
治
水
安
全
度
の
向
上
を
目
的
と
し
、
た
め
池
管
理
者
に
よ
る

治
水
対
策
の
た
め
の
た
め
池
工
事
と
合
わ
せ
て
、
洪
水
調
節
効
果
及
び
浸
水
想
定
縮
小
範
囲
の
検
証
や
河

川
整
備
の
概
略
設
計
を
行
う
。

1
3
,5
0
0

6
,7
5
0

2
3
須
崎
港
に
お
け
る
物
流
機
能
強
化
お
よ
び
防
災

力
向
上
の
た
め
の
検
討
調
査

高
知
県

高
知
県
須
崎
市

須
崎
港
に
お
い
て
、
物
流
機
能
強
化
と
地
域
防
災
力
向
上
を
目
的
と
し
、
民
間
事
業
者
に
よ
る
荷
役
機
械
の

導
入
や
施
設
の
耐
震
化
等
と
合
わ
せ
て
、
須
崎
港
に
お
け
る
貨
物
取
扱
量
・
船
舶
交
通
量
の
需
要
推
計
や
保

管
施
設
の
配
置
検
討
、
岸
壁
整
備
の
事
業
効
果
な
ど
検
討
を
行
う
。

3
6
,0
0
0

1
8
,0
0
0

2
4
油
津
港
に
お
け
る
ク
ル
ー
ズ
船
誘
致
に
向
け
た

基
礎
整
備
に
関
す
る
調
査

宮
崎
県

宮
崎
県
日
南
市

油
津
港
に
お
い
て
、
大
型
ク
ル
ー
ズ
船
寄
港
に
よ
る
地
域
活
性
化
を
目
的
と
し
、
官
民
が
連
携
し
て
実
施
し
て

い
る
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
誘
致
活
動
や
民
間
事
業
者
の
受
入
体
制
強
化
等
の
取
組
と
合
わ
せ
て
、
大
型
ク
ル
ー
ズ
船

が
安
全
に
入
港
す
る
た
め
の
調
査
や
岸
壁
延
伸
の
概
略
設
計
等
を
行
う
。

4
8
,0
0
0

2
4
,0
0
0

2
5
池
袋
駅
周
辺
地
域
に
お
け
る
地
域
活
性
化
に
関

す
る
調
査

豊
島
区

東
京
都
豊
島
区

池
袋
駅
周
辺
に
お
い
て
、
都
市
再
生
の
推
進
に
よ
る
地
域
活
性
化
を
目
的
と
し
、
民
間
事
業
者
に
よ
る
池
袋
駅

西
口
地
区
の
再
開
発
計
画
と
合
わ
せ
て
、
東
西
連
絡
通
路
の
整
備
計
画
の
検
討
、
Ｐ
Ｐ
Ｐ
に
よ
る
公
共
空
間
の

活
用
手
法
等
の
検
討
を
行
う
。

5
0
,0
0
0
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2
6
山
県
市
バ
ス
タ
ー
ミ
ナ
ル
周
辺
に
お
け
る
地
域
活

性
化
に
関
す
る
調
査

山
県
市

岐
阜
県
山
県
市

山
県
市
に
お
い
て
、
新
バ
ス
タ
ー
ミ
ナ
ル
整
備
に
よ
る
地
域
活
性
化
を
目
的
と
し
、
Ｐ
Ｐ
Ｐ
/
Ｐ
Ｆ
Ｉ方
式
に
よ
る
地

域
交
流
施
設
の
整
備
等
と
合
わ
せ
て
、
新
バ
ス
タ
ー
ミ
ナ
ル
等
を
整
備
す
る
た
め
の
概
略
設
計
、
Ｐ
Ｐ
Ｐ
/
Ｐ
Ｆ
Ｉの

導
入
可
能
性
検
討
等
を
行
う
。

8
,2
0
0

4
,1
0
0

2
7
松
山
市
駅
周
辺
地
区
の
歩
い
て
楽
し
い
健
康
増

進
ま
ち
づ
く
り
の
た
め
の
基
盤
整
備
検
討
調
査

松
山
市

愛
媛
県
松
山
市

松
山
市
駅
周
辺
で
、
歩
い
て
楽
し
い
健
康
増
進
ま
ち
づ
く
り
に
よ
る
地
域
活
性
化
を
目
的
と
し
、
駅
前
広
場
で
の

民
間
事
業
者
に
よ
る
路
面
電
車
の
軌
道
や
電
停
の
改
築
等
と
合
わ
せ
て
、
交
通
空
間
・
広
場
空
間
等
の
配
置

検
討
を
行
う
。

6
,0
0
0

3
,0
0
0

2
8
旭
川
空
港
を
活
用
し
た
地
域
活
性
化
の
た
め
の

基
盤
整
備
に
関
す
る
調
査

旭
川
市

北
海
道
旭
川
市

旭
川
空
港
に
お
い
て
、
訪
日
外
国
人
観
光
客
増
加
に
よ
る
地
域
活
性
化
を
目
的
と
し
、
民
間
事
業
者
に
よ
る

国
際
線
の
増
便
や
空
港
ビ
ル
の
増
築
と
合
わ
せ
て
、
空
港
基
本
施
設
（
滑
走
路
・
誘
導
路
・
エ
プ
ロ
ン
）
の
施
設

機
能
向
上
に
係
る
基
本
計
画
の
策
定
を
行
う
。

5
1
,0
0
0

2
5
,5
0
0

2
9
帯
広
空
港
を
活
用
し
た
地
域
活
性
化
の
た
め
の

基
盤
整
備
に
関
す
る
調
査

帯
広
市

北
海
道
帯
広
市

帯
広
空
港
に
お
い
て
、
訪
日
外
国
人
観
光
客
増
加
に
よ
る
地
域
活
性
化
を
目
的
と
し
、
民
間
事
業
者
に
よ
る

国
際
線
の
増
便
や
空
港
ビ
ル
の
増
築
と
合
わ
せ
て
、
空
港
基
本
施
設
（
滑
走
路
・
誘
導
路
・
エ
プ
ロ
ン
）
の
施
設

機
能
向
上
に
係
る
基
本
計
画
の
策
定
を
行
う
。

3
8
,0
0
0

1
9
,0
0
0

3
0
宮
古
港
を
拠
点
と
し
た
観
光
振
興
に
よ
る
復
興

促
進
の
た
め
の
基
盤
整
備
調
査

岩
手
県

岩
手
県
宮
古
市

宮
古
港
に
お
い
て
、
大
型
外
航
ク
ル
ー
ズ
船
寄
港
に
よ
る
地
域
活
性
化
を
目
的
と
し
、
三
陸
鉄
道
や
復
興
道

路
の
開
通
と
合
わ
せ
た
観
光
ツ
ア
ー
の
企
画
、
郷
土
料
理
の
提
供
や
多
言
語
案
内
板
の
設
置
等
の
民
間
事

業
者
の
取
組
と
連
携
し
て
、
大
型
外
航
ク
ル
ー
ズ
船
が
安
全
に
入
港
す
る
た
め
の
調
査
や
岸
壁
の
機
能
検
討

を
行
う
。

2
2
,0
0
0

1
1
,0
0
0

3
1
和
歌
山
下
津
港
に
お
け
る
ク
ル
ー
ズ
船
受
入
体

制
強
化
等
基
盤
整
備
調
査

和
歌
山
県

和
歌
山
県
和
歌
山

市

和
歌
山
下
津
港
に
お
い
て
、
大
型
外
航
ク
ル
ー
ズ
船
寄
港
に
よ
る
地
域
活
性
化
を
目
的
と
し
、
京
奈
和
自
動

車
道
の
開
通
と
合
わ
せ
た
観
光
ツ
ア
ー
の
企
画
、
商
工
会
議
所
等
に
よ
る
免
税
店
の
設
置
や
特
産
品
販
売
等

の
民
間
事
業
者
の
取
組
と
連
携
し
て
、
大
型
外
航
ク
ル
ー
ズ
船
が
安
全
に
入
港
す
る
た
め
の
調
査
や
岸
壁
の

機
能
検
討
を
行
う
。

2
4
,0
0
0

1
2
,0
0
0

3
2
敦
賀
駅
周
辺
に
お
け
る
地
域
活
性
化
の
た
め
の

基
盤
整
備
検
討
調
査

敦
賀
市

福
井
県
敦
賀
市

敦
賀
駅
に
お
い
て
、
北
陸
新
幹
線
敦
賀
開
業
に
向
け
た
地
域
活
性
化
を
目
的
に
、
新
幹
線
敦
賀
駅
舎
の
建

設
と
合
せ
て
、
敦
賀
駅
利
用
者
等
を
考
慮
し
た
駐
車
場
の
需
要
台
数
を
予
測
し
、
駐
車
場
及
び
大
型
バ
ス

タ
ー
ミ
ナ
ル
の
基
本
計
画
を
行
う
。

4
,4
0
0

2
,2
0
0

3
3
駅
周
辺
の
回
遊
性
向
上
に
よ
る
地
域
活
性
化
に

向
け
た
基
盤
整
備
検
討
調
査

桜
井
市

奈
良
県
桜
井
市

桜
井
駅
に
お
い
て
、
駅
周
辺
の
賑
わ
い
創
出
に
よ
る
地
域
活
性
化
を
目
的
と
し
、
P
P
P
/
P
F
I事
業
に
よ
る
駅
ビ
ル

再
開
発
や
駅
前
広
場
の
商
業
施
設
（
屋
台
村
）
の
設
置
等
の
民
間
事
業
者
の
取
組
と
合
わ
せ
て
、
駅
前
広
場

及
び
周
辺
施
設
の
概
略
検
討
や
整
備
後
の
経
済
効
果
の
試
算
等
を
行
う
。

6
,8
0
0

3
,4
0
0

3
4
女
満
別
空
港
を
活
用
し
た
地
域
活
性
化
の
た
め

の
基
盤
整
備
検
討
調
査

北
海
道

北
海
道
網
走
郡
大

空
町

女
満
別
空
港
に
お
い
て
、
訪
日
外
国
人
な
ど
観
光
客
増
加
に
よ
る
地
域
活
性
化
を
目
的
と
し
、
民
間
事
業
者

に
よ
る
L
C
C
等
の
誘
致
や
ボ
ー
デ
ィ
ン
グ
ブ
リ
ッ
ジ
の
改
良
と
合
わ
せ
て
、
空
港
基
本
施
設
（
滑
走
路
・
誘
導
路
・

エ
プ
ロ
ン
）
の
施
設
機
能
向
上
に
係
る
基
本
計
画
の
策
定
を
行
う
。

3
8
,0
0
0

1
9
,0
0
0

計
3
4
件

7
0
1
,3
3
8
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事
業
費

国
費

1
三
宮
周
辺
地
区
に
お
け
る
地
域
活
性
化
の
た
め
の

基
盤
整
備
検
討
調
査

神
戸
市

兵
庫
県
神
戸
市

三
宮
周
辺
地
区
に
お
い
て
、
公
共
交
通
の
乗
換
え
円
滑
化
や
回
遊
性
の
向
上
、
商
業
・
交
流
機
能
等
の
集
積
を
図

る
た
め
、
民
間
事
業
者
に
よ
る
駅
ビ
ル
の
建
替
え
等
と
連
携
し
て
、
「
え
き
≈
ま
ち
空
間
」
に
お
け
る
駅
前
広
場
・

三
宮
ク
ロ
ス
ス
ク
エ
ア
等
の
整
備
計
画
検
討
及
び
公
共
空
間
の
P
P
P
導
入
可
能
性
検
討
を
行
う
。

2
3
,
0
0
0

1
1
,
5
0
0

2
高
松
市
地
域
公
共
交
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
に
お
け
る

交
通
結
節
点
整
備
に
関
す
る
調
査

高
松
市

香
川
県
高
松
市

高
松
市
で
は
、
鉄
道
や
バ
ス
等
の
公
共
交
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
再
構
築
に
よ
る
多
核
連
携
型
コ
ン
パ
ク
ト
・
エ
コ

シ
テ
ィ
の
ま
ち
づ
く
り
を
目
指
し
、
こ
と
で
ん
の
新
駅
整
備
や
複
線
化
事
業
、
バ
ス
路
線
の
再
編
等
の
民
間
事
業

者
の
取
組
と
合
わ
せ
て
、
新
駅
の
駅
前
広
場
の
整
備
計
画
検
討
及
び
P
P
P
/
P
F
I
導
入
可
能
性
検
討
を
行
う
。

1
2
,
0
0
0

6
,
0
0
0

3
太
宰
府
天
満
宮
周
辺
地
域
に
お
け
る
地
域
活
性
化

の
た
め
の
基
盤
整
備
検
討
調
査

太
宰
府
市

福
岡
県
太
宰
府
市

太
宰
府
天
満
宮
周
辺
地
域
に
お
い
て
、
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
に
よ
る
観
光
客
増
加
に
対
応
す
る
た
め
、
民
間
事
業
者
に

よ
る
太
宰
府
駅
舎
及
び
周
辺
駐
車
場
の
改
修
、
観
光
列
車
の
運
行
等
の
取
組
と
合
わ
せ
て
、
西
鉄
太
宰
府
駅
及
び

西
鉄
五
条
駅
の
駅
前
広
場
及
び
周
辺
道
路
の
整
備
計
画
検
討
、
西
鉄
五
条
駅
前
広
場
の
P
P
P
/
P
F
I
導
入
可
能
性
検
討

を
行
う
。

1
4
,
9
1
0

7
,
4
5
5

4
J
R
宇
都
宮
駅
西
口
周
辺
地
区
に
お
け
る
地
域
活
性

化
の
た
め
の
基
盤
整
備
検
討
調
査

宇
都
宮
市

栃
木
県
宇
都
宮
市

宇
都
宮
駅
西
口
に
お
い
て
、
民
間
事
業
者
に
よ
る
集
客
施
設
の
建
設
や
新
た
な
交
通
サ
ー
ビ
ス
の
導
入
と
合
わ
せ

て
、
駅
前
周
辺
の
公
共
交
通
や
一
般
車
両
、
歩
行
者
等
の
利
便
性
・
安
全
性
の
向
上
を
図
る
た
め
、
駅
前
広
場
の

整
備
計
画
検
討
、
駐
車
場
・
駐
輪
場
等
の
整
備
・
管
理
運
営
に
関
す
る
P
P
P
/
P
F
I
導
入
可
能
性
検
討
を
行
う
。

1
0
,
6
2
0

5
,
3
1
0

5
リ
ニ
ア
駅
周
辺
に
お
け
る
広
域
交
流
拠
点
の
形
成

に
向
け
た
交
通
結
節
機
能
検
討
調
査

相
模
原
市

神
奈
川
県
相
模
原
市

橋
本
駅
周
辺
に
お
い
て
、
リ
ニ
ア
中
央
新
幹
線
駅
整
備
と
合
わ
せ
て
、
圏
央
道
相
模
原
I
C
や
鉄
道
各
線
（
横
浜

線
・
相
模
線
、
京
王
線
）
と
の
交
通
結
節
点
機
能
の
強
化
を
図
る
た
め
、
高
速
バ
ス
等
の
路
線
新
設
に
対
応
し
た

駅
前
広
場
や
交
通
タ
ー
ミ
ナ
ル
施
設
の
整
備
及
び
P
P
P
/
P
F
I
導
入
検
討
に
か
か
る
調
査
を
実
施
す
る
。

9
,
0
0
0

4
,
5
0
0

6
大
磯
駅
前
広
場
周
辺
の
安
全
安
心
・
賑
わ
い
創
出

の
た
め
の
基
盤
整
備
検
討
調
査

大
磯
町

神
奈
川
県
大
磯
町

相
模
湾
を
望
む
大
磯
町
を
魅
力
あ
る
海
洋
文
化
都
市
と
し
て
形
成
す
る
た
め
、
町
の
玄
関
口
で
あ
る
大
磯
駅
前
か

ら
港
の
賑
わ
い
拠
点
や
観
光
地
ま
で
来
訪
者
の
効
率
的
な
誘
導
を
図
る
。
民
間
事
業
者
に
よ
る
レ
ン
タ
サ
イ
ク
ル

事
業
や
町
歩
き
ガ
イ
ド
等
の
活
動
と
連
携
し
た
、
駅
前
広
場
の
整
備
に
か
か
る
計
画
策
定
及
び
観
光
案
内
等
情
報

発
信
す
る
交
流
施
設
の
整
備
・
運
営
に
か
か
る
P
P
P
/
P
F
I
導
入
検
討
を
調
査
す
る
。

9
,
2
9
8

4
,
6
4
9

7
三
芳
バ
ザ
ー
ル
賑
わ
い
公
園
構
想
に
お
け
る
商
業

拠
点
・
交
通
拠
点
立
地
調
査

三
芳
町

埼
玉
県
三
芳
町

関
越
自
動
車
道
三
芳
ス
マ
ー
ト
I
C
（
平
成
3
0
年
度
フ
ル
化
及
び
車
種
拡
大
の
供
用
開
始
目
標
）
の
隣
接
地
に
、
公

共
交
通
サ
ー
ビ
ス
、
生
活
・
観
光
サ
ー
ビ
ス
等
を
あ
わ
せ
も
つ
複
合
型
拠
点
施
設
（
三
芳
バ
ザ
ー
ル
賑
わ
い
公

園
）
の
整
備
を
検
討
し
、
バ
ス
タ
ー
ミ
ナ
ル
等
の
整
備
及
び
公
園
の
管
理
運
営
に
つ
い
て
P
P
P
/
P
F
I
導
入
可
能
性
を

検
討
す
る
。

1
3
,
8
0
0

6
,
9
0
0

8
広
域
交
通
結
節
点
に
お
け
る
「
道
の
駅
」
整
備
に

よ
る
地
域
拠
点
形
成
に
関
す
る
調
査

桶
川
市

埼
玉
県
桶
川
市

圏
央
道
と
上
尾
道
路
（
国
道
1
7
号
）
が
結
節
す
る
桶
川
北
本
I
C
の
隣
接
エ
リ
ア
に
地
域
の
拠
点
と
な
る
「
道
の

駅
」
を
整
備
す
る
た
め
、
民
間
事
業
者
に
よ
る
農
産
物
直
売
所
の
出
店
及
び
高
速
バ
ス
・
路
線
バ
ス
の
運
行
、
待

合
所
の
設
置
等
の
取
組
と
合
わ
せ
て
、
駐
車
場
・
地
域
振
興
施
設
の
整
備
に
係
る
P
P
P
/
P
F
I
導
入
可
能
性
検
討
を
行

う
。

1
0
,
2
0
6

5
,
1
0
3

9
五
條
イ
ン
タ
ー
周
辺
地
域
振
興
拠
点
施
設
整
備
に

係
る
検
討
調
査

五
條
市

奈
良
県
五
條
市

京
奈
和
自
動
車
道
五
條
I
C
の
隣
接
地
に
「
道
の
駅
」
整
備
の
計
画
を
検
討
し
、
民
間
事
業
者
に
よ
る
農
産
物
販
売

施
設
、
ガ
ソ
リ
ン
ス
タ
ン
ド
の
設
置
等
と
あ
わ
せ
て
、
駐
車
場
・
バ
ス
タ
ー
ミ
ナ
ル
の
配
置
・
概
略
設
計
、
地
域

交
流
施
設
の
P
P
P
/
P
F
I
導
入
可
能
性
検
討
を
行
う
。

1
5
,
0
0
0

7
,
5
0
0

1
0

岩
山
南
公
園
を
活
用
し
た
観
光
振
興
及
び
地
域
活

性
化
の
た
め
の
基
盤
整
備
調
査

盛
岡
市

岩
手
県
盛
岡
市

民
間
ノ
ウ
ハ
ウ
を
活
用
し
た
公
民
連
携
事
業
に
よ
る
岩
山
南
公
園
の
整
備
に
あ
わ
せ
て
、
動
物
と
の
触
れ
合
い
に

よ
る
子
育
て
支
援
事
業
や
障
害
者
自
立
支
援
事
業
等
を
予
定
し
て
お
り
、
そ
の
民
間
事
業
者
の
取
組
を
推
進
す
る

た
め
、
岩
山
南
公
園
の
基
本
計
画
の
検
討
及
び
P
P
P
/
P
F
I
導
入
可
能
性
検
討
を
行
う
。

2
0
,
8
0
0

1
0
,
4
0
0

1
1

一
本
松
公
園
を
活
用
し
た
観
光
振
興
及
び
地
域
活

性
化
の
た
め
の
基
盤
整
備
調
査

宇
美
町

福
岡
県
宇
美
町

一
本
松
公
園
に
お
い
て
、
豊
か
な
自
然
環
境
を
活
か
し
、
広
域
的
に
魅
力
あ
る
観
光
地
と
し
て
再
整
備
を
図
る
た

め
、
民
間
事
業
者
に
よ
る
商
業
施
設
の
整
備
や
地
域
活
性
化
イ
ベ
ン
ト
等
の
取
組
と
合
わ
せ
て
、
一
本
松
公
園
の

基
本
計
画
の
検
討
、
概
略
設
計
、
P
P
P
/
P
F
I
導
入
可
能
性
検
討
等
を
行
う
。

5
,
9
9
4

2
,
9
9
7

1
2

美
園
地
区
に
お
け
る
賑
わ
い
・
交
流
拠
点
形
成
の

た
め
の
基
盤
整
備
検
討
調
査

さ
い
た
ま
市

埼
玉
県
さ
い
た
ま
市

さ
い
た
ま
市
美
園
地
区
に
お
い
て
、
調
整
池
を
活
用
し
た
多
様
な
イ
ベ
ン
ト
を
開
催
で
き
る
公
共
空
間
（
広
場
）

を
整
備
し
、
民
間
事
業
者
に
よ
る
駅
か
ら
広
場
間
の
歩
行
者
空
間
の
景
観
整
備
や
新
た
な
路
線
バ
ス
の
運
行
等
と

合
わ
せ
て
、
広
場
・
ア
ク
セ
ス
道
路
の
概
略
検
討
及
び
P
P
P
/
P
F
I
導
入
可
能
性
検
討
を
行
う
。

1
4
,
0
0
0
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1
3

日
光
地
域
に
お
け
る
広
域
観
光
ル
ー
ト
構
築
の
た

め
の
交
通
基
盤
整
備
調
査

栃
木
県

栃
木
県
日
光
市

日
光
を
中
心
と
し
た
主
要
観
光
地
を
結
ぶ
広
域
観
光
ル
ー
ト
構
築
の
た
め
の
道
路
機
能
強
化
を
図
る
た
め
、
民
間

事
業
者
に
よ
る
大
型
ホ
テ
ル
の
建
設
、
公
共
交
通
の
I
T
化
・
多
言
語
化
、
路
線
バ
ス
の
延
伸
等
の
取
組
と
あ
わ
せ

て
、
国
道
1
2
0
号
清
滝
地
区
の
道
路
整
備
に
関
す
る
調
査
を
実
施
す
る
。

3
0
,
0
0
0

1
5
,
0
0
0

1
4

播
磨
圏
域
企
業
誘
致
を
推
進
す
る
福
崎
西
部
工
業

団
地
拡
張
に
合
わ
せ
た
基
盤
整
備
検
討
調
査

福
崎
町

兵
庫
県
福
崎
町

播
磨
地
域
に
お
け
る
連
携
中
枢
都
市
圏
の
形
成
を
目
指
し
、
圏
域
全
体
の
産
業
振
興
を
図
る
広
域
的
な
企
業
誘
致

の
推
進
を
目
的
に
、
福
崎
西
部
工
業
団
地
拡
張
に
あ
わ
せ
て
、
高
速
道
路
や
国
道
か
ら
の
ア
ク
セ
ス
効
率
化
を
図

る
た
め
の
道
路
整
備
に
関
す
る
調
査
を
実
施
す
る
。

1
2
,
0
0
0

6
,
0
0
0

1
5

仙
台
塩
釜
港
仙
台
港
区
蒲
生
地
区
に
お
け
る
物
流

機
能
強
化
等
基
盤
整
備
検
討
調
査

宮
城
県

宮
城
県
仙
台
市

仙
台
塩
釜
港
仙
台
港
区
に
お
い
て
、
大
型
物
流
施
設
の
立
地
等
に
伴
う
コ
ン
テ
ナ
取
扱
増
加
に
対
応
し
た
物
流
機

能
の
強
化
を
図
る
た
め
、
民
間
事
業
者
に
よ
る
復
興
土
地
区
画
整
理
地
内
で
の
物
流
機
能
施
設
の
整
備
に
伴
い
、

貨
物
需
要
推
計
及
び
臨
港
道
路
の
概
略
設
計
等
を
行
う
。

1
8
,
1
0
0

9
,
0
5
0

1
6

三
河
港
田
原
地
区
に
お
け
る
物
流
機
能
強
化
の
た

め
の
基
盤
整
備
検
討
調
査

愛
知
県

愛
知
県
田
原
市

三
河
港
田
原
地
区
に
お
い
て
、
も
の
づ
く
り
産
業
を
支
え
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
安
定
供
給
や
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー

の
活
用
を
目
的
に
、
複
数
の
民
間
事
業
者
に
よ
る
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
発
電
所
の
建
設
計
画
と
合
わ
せ
て
、
燃

料
の
取
扱
増
加
に
対
応
し
た
港
湾
整
備
の
検
討
を
行
う
。

3
2
,
0
0
0

1
6
,
0
0
0

1
7

宇
野
港
に
お
け
る
物
流
機
能
高
度
化
等
基
盤
整
備

検
討
調
査

岡
山
県

岡
山
県
玉
野
市

宇
野
港
に
お
い
て
、
地
域
の
基
幹
産
業
を
支
え
る
港
湾
機
能
の
強
化
を
図
る
た
め
、
民
間
事
業
者
に
よ
る
造
船
業

及
び
金
属
製
品
製
造
業
の
設
備
増
強
に
伴
う
取
扱
貨
物
量
の
増
加
に
合
わ
せ
て
、
田
井
地
区
に
新
た
な
公
共
岸
壁

及
び
埠
頭
用
地
の
造
成
を
行
う
た
め
の
事
業
化
検
討
を
行
う
。

9
,
0
0
0

4
,
5
0
0

1
8

別
府
港
に
お
け
る
人
の
流
れ
の
基
幹
拠
点
化
（
九

州
の
ハ
ブ
港
）
に
向
け
た
基
盤
整
備
検
討
調
査

大
分
県

大
分
県
別
府
市

別
府
港
に
お
い
て
、
九
州
の
東
の
玄
関
口
と
し
て
、
人
流
の
基
幹
拠
点
化
に
よ
る
地
域
活
性
化
を
図
る
た
め
、
民

間
事
業
者
に
よ
る
フ
ェ
リ
ー
の
大
型
化
や
フ
ェ
リ
ー
タ
ー
ミ
ナ
ル
等
の
再
編
に
お
け
る
P
P
P
/
P
F
I
方
式
の
導
入
検
討

と
合
わ
せ
て
、
岸
壁
・
緑
地
等
の
配
置
及
び
概
略
設
計
、
緑
地
整
備
の
事
業
量
検
討
を
行
う
。

2
2
,
0
0
0

1
1
,
0
0
0

1
9

茨
城
港
大
洗
港
区
に
お
け
る
ク
ル
ー
ズ
船
受
入
機

能
強
化
基
盤
整
備
調
査

茨
城
県

茨
城
県
大
洗
町

茨
城
港
大
洗
港
区
に
お
い
て
、
急
増
す
る
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
に
対
応
し
た
港
湾
の
利
用
拡
大
を
図
り
、
外
航
ク
ル
ー

ズ
船
初
寄
港
に
向
け
た
受
入
環
境
整
備
を
推
進
す
る
た
め
、
民
間
事
業
者
に
よ
る
お
も
て
な
し
活
動
や
歓
迎
イ
ベ

ン
ト
を
充
実
さ
せ
る
た
め
の
施
設
整
備
等
と
連
携
し
て
、
外
航
ク
ル
ー
ズ
船
が
安
全
に
入
港
す
る
た
め
の
航
行
安

全
対
策
等
の
検
討
を
行
う
。

2
5
,
0
0
0

1
2
,
5
0
0

計
　
　
　
　
　
計

1
9
件

3
0
6
,
7
2
8
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概 要

地理空間情報活用基本計画（第3期）が閣議決定

１．新たな基本計画のポイント

政府は、地理空間情報活用推進基本法（平成19年法律第63号）に基づき、
地理空間情報活用推進基本計画（以下「基本計画」という。）を策定してい
ます。
3月24日の閣議で、平成29年度からの5年間を計画期間とする新たな基本

計画が決定されました。

使命
(Mission)

一人一人が「成長」と「幸せ」を実感できる、新しい社
会を実現する。－第4次産業革命のフロントランナー－

目標
(Vision)

国土を守り、一人一人の命を救う
新時代の交通、物流システムを実現する
多様で豊かな暮らしをつくる
地方創生を加速する
G空間社会を世界に拡げる

手段
(Approach)

準天頂衛星4機体制による高精度測位サービスの提
供
G空間情報センターを中核とした共通の情報基盤の
構築
東京2020オリパラ大会をG空間社会のショーケース
に

とし、各ビジョンを実現するアクションとして、13の「重点的に取り組む
べき施策（シンボルプロジェクト）」を選定した（裏面参照）。
シンボルプロジェクトは重要業績評価指標(KPI)を含めた工程表を策定し、
計画的推進を図っていく。

２．基本計画の公開
基本計画及び工程表は、内閣官房ホームページで公開されている。
http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/sokuitiri/

春季地方ブロック土木部長等会議資料
平成29年5月24日

国土地理院

84



１．国土を守り、一人一人の命を救う

① 準天頂衛星システムを活用した避難所等における防災機能の強化

② 津波浸水被害推計システムの運用

③ Ｇ空間防災システムの普及の促進

２．新時代の交通、物流システムを実現する

④ 高度な自動走行システムの開発・普及の促進

⑤ 準天頂衛星を活用した無人航空機物流事業の促進

３．多様で豊かな暮らしをつくる

⑥ 屋内空間における高精度測位環境づくりの促進

⑦ Ｇ空間情報センターを活用した大規模イベント来場者等の移動支援

４．地方創生を加速する

⑧ 農業機械の自動走行技術等の開発・普及の促進

⑨ 地理空間情報とICTを活用した林業の成長産業化の促進

⑩ i-Constructionの推進による３次元データの利活用の促進

⑪ 中小企業・小規模事業者の研究開発・サービスモデル開発の推進

５．Ｇ空間社会を世界に拡げる

⑫ 電子基準点網及び準天頂衛星システムを活用した高精度測位サービスの海外展開

⑬ 地理空間情報の循環システムの形成

地理空間情報活用推進基本計画（第３期）において
重点的に取り組むべき施策（シンボルプロジェクト）
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